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　第４部　ヒアリング調査

　ヒアリング調査の概要

　　[ 調査対象校 ]

県　　　名 学　校　名　等

岩　手　県

大槌町立吉里吉里小学校
大槌町立大槌小学校
大槌町立大槌中学校
宮古市立鍬ヶ崎小学校
宮古市立宮古小学校

宮　城　県

多賀城市教育委員会
岩沼市立玉浦小学校
岩沼市立玉浦中学校
仙台市東六番丁小学校
仙台市立富沢中学校

福　島　県

いわき市立植田小学校
いわき市立高坂小学校
三春町立三春小学校
三春町立岩江小学校
三春町立岩江中学校
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（1）岩手県大槌町立吉
き り き り

里吉里小学校

はじめに
　大槌町立吉里吉里小学校は船越湾を望む高台に位置し、児童数は 154 名（平成 22 年

度学校基本調査）である。町役場などがある大槌町の中心部からは山を 1 つ越えた地域

にあり、卒業生はほぼ全員がそのまま吉里吉里中学校へ進学するという学区を形成して

いる。校舎が地震や津波による被害で使用できなくなった他校（安渡小学校・赤浜小学

校・大槌北小学校の 3 校）を受け入れた。東日本大震災からちょうど 8 ヶ月が経った平

成 23 年 11 月 11 日、同校の佐藤良校長（在校 2 年目）から、吉里吉里小学校の地震発

生後の歩みについてお話を伺った。

１．地震発生当日のできごと
　（1）地震発生、そして避難

　平成 23 年 3 月 11 日、時刻は 14 時 45 分を回った頃、佐藤校長の携帯電話に緊急地

震速報が入った。それを見て職員室のテレビを点けるや否や、震度 5 強の巨大地震が

吉里吉里小学校を襲った。揺れは約 2 分間にわたって続き、その間に校舎内の電気が

消えた。幸い、築 7 年の校舎に目立った損壊はなく、窓ガラスの割れた箇所も特にな

かったものの、立て続けに大きな余震が来ることは十分に想定された。副校長が中心

となって各教室を回り、校舎内にいた児童・教職員全員が一旦校庭に避難することと

なった。

　校庭への避難の際、児童に混乱する様子は特段見られなかった。クラスごとに静か

に整列して階段を下り、整然と校庭への避難が行われた。日頃の訓練が功を奏した

といえる。また 1 年生は当日 4 時間授業で 14 時には授業が終了しており、中には既

に下校した児童もいたが、地震発生に

よって下校途中の児童も 2 名を除き学

校へ戻ってきたほか、下校途中であっ

た 2 名も近隣の住民が車に乗せて自宅

まで送り届けた。この時点で吉里吉里

小学校は全児童の安否が確認された。

　地震発生から 30 分少々が経過した

15 時 20 分ごろ、吉里吉里地区に津波

が襲来した。

　吉里吉里小学校の校舎は高台に位置

しているため、津波による校舎の浸水

等は免れたものの、何度も押し寄せる津波によって町の防波堤は破壊され、いつ学校

まで津波が来ても不思議ではない状況になっていた。地震発生とともに学校へ避難し

写真 1　吉里吉里小学校校舎全景

＊現地訪問時に撮影（平成 23 年 11月11日）
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てきていた地域の人々とともに、さ

らに高台にある吉祥寺へ 2 次避難を

した。

　吉祥寺に避難してから 1 時間ほど

経つと、避難していた人々の間では、

さらなる津波襲来の危険もほぼ無く

なったように思われた。吉祥寺は山

の傍にあり、土砂災害発生も懸念さ

れたことから、今度は全員が一度学

校に戻り、体育館が避難場所とされ

た。また 17 時を過ぎた頃から、家族

が迎えにきた児童の引き渡しも始めた。

　（2）避難所の設営
　吉祥寺から戻ると、地区の避難所の 1 つになっていた吉里吉里小学校には津波に襲

われた地域の人々が避難してきた。ずぶ濡れになりながら命懸けで逃げてきた人も数

十人となり、避難してきた人々を受け入れる場所の確保がその時点での喫緊の課題と

して浮上した。

　吉里吉里小学校には船越湾を挟んで対岸に位置する船越地区から避難してきた人も

おり、当日の避難者数は児童も含めると 450 名ほどになった。体育館では収まりきら

ない一方、津波に襲われながら何とか逃げてきた人々に対しては体調面のケアも必要

であったため、校舎 1 階にある「交流ホール」（オープンスペース）を、校長の判断

で臨時の診療所として使用することとし、避難者の中にいた数名の看護師が診療に当

たった。

　体育館や「交流ホール」に人々が身を寄せる一方、校庭には何台もの自動車が避難

していた。偶然、その中にバスが含まれており、そのバスのエンジンを利用して自家

発電を行って、大型のヒーター 2 台を稼働させたほか、ところどころ電気も点灯する

ことで、本当に真っ暗で寒いという思いをさせないような工夫をした。また地域の人々

が家に残っていた米を持ち寄り、1 人につき 1 個か、多くても 2 個が精一杯ではあっ

たものの、当日の夜から家庭科室でのおにぎりづくりも行われた。

２．避難所の運営と学校再開に向けた準備
　（1）避難所運営

　学校の敷地内までは到達しなかったものの、吉里吉里地区は津波によって甚大な被

害を受けた。校門前の道路を少し下れば、そこには津波によって流された瓦礫が山積

していた。1 日や 2 日の「緊急避難」には留まらない、長期の避難所運営が吉里吉里

小学校には求められることになった。

写真 2　校舎屋上から見た船越湾

＊現地訪問時に撮影（平成 23 年 11月11日）



第
４
部　

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

57

　長期化が予想される避難所運営にあたり、校長は学校に避難してきた地域の人々に

対し、避難者が中心となって運営を行うことを求めた。地域の人々でチームを作り、

リーダーを決めてもらうことで、教職員が避難所運営で手いっぱいになり、子どもの

様子に目を向けられないという状況に陥ることを回避しようとした。校舎管理や衛生

状態には学校側が細心の注意を払う一方で、例えばトイレの清掃や屋上プールからの

水の運搬、プロパンガスを備える家庭科室で行われた炊事などの実働部隊は極力地域

の人々に担ってもらう形で避難所運営は進められた。また町内会長など地域のリー

ダー格にあたる人物と佐藤校長との協議で、「避難所として使用するのは原則体育館

のみ」ということも了承された。数百名に上る避難者を受け入れる一方で、教育の場

としての学校の姿を失わせることにならないための工夫も行った。

　交流ホールの「臨時診療所」は、結果的に 4 月末まで設置された。地震発生の翌週

に盛岡赤十字のスタッフが吉里吉里小学校を訪れ、「こんなに衛生状態のしっかりし

ている避難所はない。県の衛生部にも話をしておきます。」ということを述べられた。

長い避難生活の中では、体調を崩す人々も出てくる。そうした人々の体調をケアする

とともに避難所内での感染症拡大をも防止するための施設として、この「臨時診療所」

は避難所解消まで大きな役割を担い続けた。

　吉里吉里小学校の避難所が解消されたのは 5 月 5 日のことである。4 月 25 日、校

舎が使用できなくなった安渡小学校（震災時の児童数約 80 名。以下同じ）・赤浜小学

校（約 30 名）・大槌北小学校（約 200 名）の各小学校を受け入れての新年度が始まっ

た。4 月以降も引き続き避難所が運営される中で、学校再開に向けた準備も始められ

ていた。

　（2）学校再開に向けて
　巨大地震に襲われても、吉里吉里小学校の校舎に大きな損壊はなかった。3 月 29

日には、校舎 3 階の視聴覚室を使って平成 22 年度の卒業式が行われた（卒業生 34 名）。

そして 4 月に入ると、「子どもが学校に行きたがっている」といった声が保護者から

聞かれるようになってきた。

　そこで吉里吉里小学校では 4 月 7 日から入学式・始業式までの間に毎週 1 回、学校

独自の「登校日」を設けた。いずれも午前中の数時間程度、学校で子どもたちの様子

を見たのち、避難者だけでなく子どもたちの分も昼食を用意し、昼食をとってから帰

宅させた。登校可能な児童のみを対象としたが、教職員が定期的に児童の様子を確認

できる機会となった。この時点でまだ電話は復旧していなかったため、登校日のお知

らせは教員が地区の避難所を回り掲示をすることで行われたが、どの登校日にも多く

の児童が学校に足を運んだ。避難所に掲示をするだけでは自宅に残っている児童には

登校日の情報が伝わらないが、地域の人々の間の“口コミ”で伝わっていったようで

ある。

　また 4 月に入るとすぐ、大槌町の方針として「4 月 20 日に学校を再開すること」、「安
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渡・赤浜・大槌北の各小学校は吉里吉里小学校の校舎を一時的に間借りすること」が

教育委員会により決定された。決定を受け、その後は新年度のスタートに向けた教室

の割り振りや時間割の作成などの作業が進められた。教室の割り振りでは、職員室は

学校ごとに 1 部屋を確保し、時間割作成にあたっては体育の授業をする場所が校庭し

かなく 4 校合同で実施するなど、各校の教務主任が相談の上、同学年は全学校が共通

の時間割を組むといった工夫がなされた。そして吉里吉里小学校が 4 月 20 日に、他

の 3 校は 4 月 25 日に始業式を行い、4 校が 1 つの校舎に集まっての新年度がスター

トした。

３．4 校合同での学校再開
　4 月 25 日、平成 23 年度の入学式が行われ、同時に 4 校合同での学校生活が開始された。

当初は全ての学校が校舎内の教室に入ったものの、理科室や音楽室といった特別教室も

塞がってしまい、日々の授業に支障が生じることが多かった。4 校全てが特別教室も含

めた校舎内の教室に入るのは避難所が解消されるまでの一時的な措置であり、連休明け

に避難所が解消されてからは、一部の学校は体育館をパーテーションで仕切って設置し

た教室を使用した。

　時間割は学年ごとに 4 校統一のものを作成していたが、授業自体は基本的に学校ごと

に行われていた。ただし、体育や外国語活動など 4 校合同で実施された授業もあったが、

理科実験や音楽など、複数校が一緒に授業を行うが 4 校合同では実施されない授業も

あった。休み時間には自然と学校の垣根を越えた集団が形作られる場面も見られた。そ

うした学校の垣根を越えた関わり合いの中で、子どもたちには「社会性を身につける」、

「他人を思いやる」といった成長が見受けられた。

　通学に際して、安渡・赤浜・大槌北各小学校のもともとの学区から吉里吉里小学校ま

では距離があるため、上記 3 校の児童は 7 台のスクールバスによる通学が行われた。学

校周辺には道幅の狭い道路が多く、また乗り降りにあたってはバスが校庭に駐車せざる

を得ないため、学校周辺から徒歩で通ってくる吉里吉里小学校の児童に対する通学時の

安全確保が新たな課題として立ち上がった。通学路の周囲にはまだ瓦礫が残されていた

こともあり、登校時のマスク着用を強く求めたり、下校時には他 3 校のスクールバスが

出発したのちに吉里吉里小学校の児童を下校させたりするなどの工夫が行われた。

　職員室が各校ごとに分かれているとはいえ、教職員も同じ校舎内にいた。休み時間等

には複数校の児童が一緒になって活動する場面が多々見られたこともあり、各校の生徒

指導主事を中心として、生徒指導上の問題は極力共有するように努めた。また校長同士

が集まっての情報交換や、毎日昼には副校長が集まる機会を持つなど、学校間の「横の

連携」を保持し深めていくための取り組みが日々行われていた。ある学校が「暗黙のルー

ル」と思っていたことが他校には通じない場面もあり、他校との連絡・調整では苦労の

絶えない面もあったが、その一方、複数校合同で行われる授業の中でのチーム・ティー
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チングや他校の教員の授業を見る機会もあり、教職員にとっては 4 校が吉里吉里小学校

にいる日々は他校の文化を知るよい機会にもなった。

　こうして 4 校合同での学校生活は、当初は 2 カ月程度の暫定的なものと想定されてい

たが、安渡・赤浜・大槌北 3 校の移動先となる合同仮設校舎の建設場所が二転三転する

うちに、3 校が吉里吉里小学校を間借りしたまま 1 学期は終わりを迎え、7 月 27 日から

夏休みとなった。

　夏休み中、吉里吉里小学校では学習室と図書室を開放したほか、プールの開放も行っ

た。プール開放は例年行われていたものの、教室開放は例年にはない試みであった。仮

設住宅に暮らす児童も多く、毎日学校には「本当に夏休みなのかな」と思えるくらい多

くの児童がやって来た。ただ、夏休み中はスクールバスの運行がなかったため、他の 3

校の児童が吉里吉里小学校に足を運ぶことは少なかった。

　夏休みは 8 月 18 日に終了し、4 校合同での 2 学期が始まった。その後 9 月 20 日から

合同仮設校舎の使用が開始されることとなり、9 月 16 日に他 3 校との「お別れの会」

が開催された。

おわりに
　避難所運営に関しては、避難してきた地域の人々に避難所運営の中心を担ってもらう

ことで教職員の学校再開に向けた動きが取りやすくなっていたことが見受けられた。ま

た、他校を受け入れての学校運営に関して、他校との日常的な関わり合いの中で児童の

成長が見られたことや、他校の学校文化に触れる機会を教職員が得たことを挙げること

ができる。

　こうした様々な経験を経たのち吉里吉里小学校は再び「元の日常」を取り戻したわけ

であるが、校庭から周りを見渡せば、眼下にはまだ「そこに町があった」とは分からぬ

程の津波の爪痕が残されているのもまた事実である。「学校がリーダーとなって、地域

や保護者を巻き込んでこれからの地域を盛り上げていく」という佐藤校長の言葉から、

吉里吉里の町が「元の日常」を取り戻すための動きはこれから始まるのだということが

感じられた。
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（2）岩手県大槌町立大槌小学校

はじめに
　大槌町立大槌小学校は現在合同仮設校舎に入っている小学校の 1 つである。児童数は

282 名である（平成 22 年度学校基本調査）。町の中心部に位置していた校舎は津波とそ

の後に発生した火災によって大きな被害を受け、学校は隣接する山田町の「陸中海岸青

少年の家」に場所を借りて再開された。平成23年11月11日、同校の小野寺美恵子校長（在

校 3 年目）からお話を伺った。

１．地震発生と城山体育館への避難
　平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分。大槌小学校を大きな揺れが襲った。身の安全を確保

させるべく、小野寺校長は校内放送で注意を呼びかけようとしたが、放送機器には電源

が入らなかった。その日は全学年午後まで授業があり、地震発生当時はちょうど低学年

が「帰りの会」を行っている時間帯であった。揺れが収まるとともに 1 名の教員が職員

室に戻ってきて、その教員と小野寺校長、事務主査の 3 名で手分けして各教室を回り、

校庭への避難を呼び掛けた。「帰りの会」が早く終わったため既に下校していた児童も

戻ってきて、地震発生直後の時点で全ての児童が校庭に避難した。

　校庭に出ると同時に、町にはけたたましい防災サイレンの音が鳴り響いた。放送内容

が聞き取れないほど大音量のサイレンが伝えたものは「大津波警報の発令」であった。

地震発生と同時に子どもを迎えに来る保護者もいたが、その保護者には「大津波警報が

出ているので、必ず高い所に上がってください」と念を押した上で児童を引き渡した。

　平成 22 年 2 月末に発生したチリ地震の際にも、大槌町沿岸一帯には大津波警報が発

令されていた。その際の到達予想では、大槌小学校の校庭は一面が浸水区域となってい

た。電気が遮断されたため実際に確認する手段はなかったものの、今回も校庭が浸水区

域となることが予想された。また揺れの大きさからして校舎倒壊の危険も十分に考え

られたことから、校庭に残っていた児

童と教職員は裏手の山の上にある大槌

町城山体育館へ向かって避難を始めた。

一行が城山体育館に到着したとき、体

育館は既に避難してきた町の人々で溢

れていた。

　城山体育館へ避難して間もなく、津

波が大槌に到達した。大槌小学校の校

庭にも津波が押し寄せ、流された自動

車がその中を漂っていた。その後町の

中からは火の手が上がった。

写真 1　避難場所の城山体育館

＊現地訪問時に撮影（平成 23 年 9 月14 日）



第
４
部　

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

61

　日没となり、あたりが暗くなるとともに、児童と教職員も城山体育館の中へと入った。

体育館の中は自家発電により電気は点灯していたものの、暖房もなければ常備されてい

る毛布もなく、僅かにあった段ボールを床に敷きステージ上の暗幕を切り分けることで、

児童だけでも何とか暖をとろうと試みた。教職員には暖をとれそうなものが何もなく、

震えながら身体を寄せ合って、寒さに耐えながら一夜を過ごした。

　一夜明けて 3 月 12 日となり、子どもを迎えに来る保護者の数も多くなり、残った人

数は体育館内の小さな和室に移れる程度の人数となった。また教職員の中には校舎よ

り高いところに車を止めていた者もおり、帰宅できる教職員はここで一旦帰宅するこ

ととした。15 時頃、城山体育館に避難している人々に対して教育委員会から 1 人に 1

個、玄米のおにぎりが配られた。地震発生当日は、避難してきた郵便局員が作った全部

で 30 個ほどのおにぎりを子どもたちで分けたのみであり、城山体育館に避難していた

多くの人は、この玄米おにぎりが地震発生後初めて口にする食事であった。そして 3 月

13 日となり、教職員は一度学校に戻り、職員室で各自が持っていたお菓子や給食の残

りのジャムなどを集めてきた。この日、自衛隊が大槌町にやって来て、想像を絶する被

害の情報を伝えた。

２．城山体育館を拠点とした教職員の活動
　（1）児童の安否確認

　3 月 14 日、城山体育館に避難していた児童の家族への引き渡しが完了した。翌 3

月 15 日から、教職員は周辺の避難所を回って児童の安否確認を始めた。安否確認に

回った教職員は各日 10 名前後であった。使用できる自動車はほとんどなく、また自

動車があったとしてもガソリンがない状態であったため、この安否確認は地区ごとに

担当を決め、各教職員が歩いて担当地区を回るという方法で行ったほか、中にはヒッ

チハイクを試みる教員もいた。この時点では安否確認に回れる教職員は 1 日あたり 5

名程度であり、また確認をして回る範囲は他学区にも及んだため、全ての児童の安否

情報を収集するのは容易ではなかったが、地震発生から 1 週間ほどが経過した 3 月

19 日の時点で、安否不明の児童が 3 名いることが判明した。3 月 22 日には再び全教

職員が集合し、そこからは教職員総出で連日の避難所回りをして、安否不明の児童に

関する情報収集を行ったが、その後この 3 名はいずれも遺体で発見された。

　連日の避難所回りに際して、教職員の拠点は城山体育館に置かれた。3 月 12 日の

時点で教職員が使用していた和室は町の災害対策本部が使用することとなり、教職員

は体育館のフロアに戻るよう指示が出された。しかし体育館フロアには他の避難者も

多く、ちょうど小さな厨房が空いていたため、そこを仮設の大槌小学校職員室として

使用することとした。

　（2）訪問指導、そして学校再開へ
　3 月 29 日、避難所となっている城山体育館のステージを使用して平成 22 年度の卒



62

業式が行われた（卒業生 56 名）。卒業式会場への入場もなく、ステージ上で卒業証書

を渡すのみの簡単な式ではあったが、保護者も避難所に入り、避難者からも祝福され

た卒業式となった。「地域の方々に見守られながらの、本当にあたたかい卒業式だった」

と小野寺校長はこのときのことを振り返っている。

　卒業式を行えたことは、教職員にとっても一区切りをつけるよい契機となった。教

職員からは「町に残っている子どもたちにも何かできないか」という声が聞かれるよ

うになった。また避難所を回る中で、児童や保護者からの「勉強したい」、「学校を再

開して欲しい」という声も聞かれるようになっていた。4 月に入ると、全国からの支

援物資でノートや鉛筆など子どもの学習に必要なものも届くようになった。4 月 11

日から、支援物資として届いた教具や教材などを持って教職員が避難所を回り、個別

指導を行う「訪問指導」が開始された。それまでは各避難所を回ってそこにいる子ど

もたちとコミュニケーションをとるのみであったが、このときから避難所での学習活

動がスタートした。これは学校再開へ向けての大きな一歩となった。

　4 月 20 日、城山体育館に隣接する中央公民館の大会議室の半分を使って、平成 23

年度の始業式が行われた。城山体育館はステージまで避難者がいて、中央公民館の中

も他の避難所から移ってきた大勢の人々がいた。大会議室も半分は避難者が入ってお

り、残り半分のスペースを使用しての始業式であった。そして 4 月 25 日、一時受け

入れ先となる山田町の「陸中海岸青少年の家」にて、平成 23 年度の入学式が行われた。

３．「陸中海岸青少年の家」での学校再開
　4 月 26 日から、「陸中海岸青少年の家」にて新年度の授業が始まり、その日から大槌

町の給食センターによる給食の提供も開始された。「陸中海岸青少年の家」は山田町立

船越小学校の一時受け入れ先にもなっていたが、このとき、大槌小学校は 2、3 カ月の

後には町の合同仮設校舎に移る予定になっていたため、船越小学校との調整の結果、大

槌小学校は 1 ～ 3 年生が研修室や音楽室を、4 ～ 6 年生は体育館をパーテーションで区

切った教室を使用することとなった。また体育館を仕切った教室の中には両校の職員室

もあった。

　「陸中海岸青少年の家」には特別教室がなく、また体育館も教室として使用していた

ため、家庭科の実習や理科実験、室内での体育などは行うことができなかった。代わり

に周辺の坂道を利用しての体力づくりや、JA の協力を得ての酪農教室などが行われた。

酪農教室では牛の乳搾り体験も行われた。また施設のキャンプファイヤー場が校庭の代

わりとして整備されたため、7 月 5 日にはそこを会場として「スポーツ集会」という名

の運動会が開催された。プログラムは騎馬戦や台風の目、玉入れ、徒競走、全校での綱

引きなど、例年の運動会と同じ内容のものであった。また「陸中海岸青少年の家」は一

部が避難所にもなっていたため、避難している人々と一緒に避難所での音楽会を鑑賞す

る機会などもあった。7 月には船越小学校から笹を譲り受け、七夕飾りもつくられた。「地
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域の人々と触れ合っているような感覚」の中で、子どもたちは元気いっぱいに毎日を過

ごしていた。

　「陸中海岸青少年の家」への通学にはスクールバスが使用されたが、このスクールバ

スに関しては苦労することが多かったと小野寺校長は振り返っている。例えば、授業時

数の増加や学童保育がないことなどにより、教育委員会が「児童を 16 時まで学校で預

かる」ことを要請したため、教職員がバスに添乗し、児童を送って学校に戻ってくると

既に勤務時間外となっていたことがある。教材研究や授業準備の時間が取れないという

問題が生じた。しかし、担任以外の教職員がバスに添乗するとなると、校長や副校長が

その任に当たらざるを得なくなり、管理職や教務主任等を交えての教職員の打ち合わせ

が実施不可能になるという別の問題も生じた。またバスが海岸沿いを通ることに関わっ

て、児童の心のケアや、送迎中の地震発生への懸念なども大きな課題であった。

　「陸中海岸青少年の家」では苦労や課題もあったが、小野寺校長は「ああいう経験も

よかった」と捉えている。特に、パーテーションで区切られただけの教室を使用してい

たこともあり、周囲に気を配ることは非常に強く意識していたとのことである。そのた

め、例えばパーテーションを越えて他教室に声が漏れないようにするなど、以前は考え

なかったようなことにも考えを巡らせる機会が増えた。そして 9 月 20 日、大槌小学校

は「陸中海岸青少年の家」を離れ、大槌町の合同仮設校舎へと移った。

４．合同仮設校舎での生活
　合同仮設校舎は町の「ふれあい運動公園」に建設されることとなった。大槌小学校は

安渡小学校・赤浜小学校・大槌北小学校そして大槌中学校と同じ敷地内に置かれること

になった。それまでとは異なる環境に置かれ、教職員には折に触れ他校のことを気にす

る様子が見受けられたほか、保護者からも、例えば靴箱の他校との細かな表記の違いを

気にするなど、他校との違いに敏感な様子が感じられた。

　移動した当初は、職員室も学校ごとにパーテーションで区切る予定となっていた。し

かし、FAX は 4 校で共通のものを使用することになっており、職員室をパーテーショ

ンで区切ると FAX が使用しづらくなるという意見もあった。一方、パーテーションの

必要性を訴える意見としては、学校ごとに行っていた職員朝会の際、学校間の境目付近

に立つと声が聞き取りにくくなるという問題があったが、この問題は職員朝会を合同で

行うことで対処されることとなり、現在大槌小学校は大槌北小学校と同じ部屋を職員室

として使用している。学校単位で入ってくるイベント情報の他校への伝達など、他校に

気を遣う面もなくはないものの、特に校長にとってはすぐ傍に同じ立場の相談相手がい

るということは普通では考えられないものであった。教職員のプライベート空間の確保

という面では不十分であるが、他校の教員と協力できるというメリットもあった。

　一方、子どもたちは合同仮設校舎での新生活を心から楽しんでいるようであった。ス

ポーツ少年団の友人や幼稚園時代の友人、近くにいる親戚などを通じて「友達の輪」が
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広がることは、子どもたちにとっては大きな喜びのようであった。

　11 月 4 日、小学校 4 校合同でのロードレース大会が開催された。子どもたちには「皆

と一緒に頑張りたい」という思いと、「あの学校には負けない」という思いがあった。

仲間が増えたことの喜びと、その中で確認された「大槌小学校の児童である」という意

識があった。

５．震災の中で得たものと今なお潜在する課題
　3 月以降、「周り」というものへの意識が変わったと小野寺校長はいう。全国から、

そして世界中から届いた支援物資や励ましのメッセージ、世界中からやってきたボラン

ティアの人々。この震災を機に、それまでは何の繋がりもなかった人々が大槌町に集まっ

てきた。そうした人々との出逢いをきっかけに、外国からやってきたボランティアの人

に手紙を出したいと希望する児童も現れた。素晴らしい出逢いも多かった。「周りに支

えられている」という意識は、この数カ月の中で格段に強くなったと校長は述べている。

　一方、被災した人々の心のケアの問題は、今なお強固に存在している。9 月の 8 日・

9 日に、大槌小学校では修学旅行が行われたが、その日の夜、他の児童がいる部屋とは

少し離れた部屋にいることを「怖い」と泣く児童がいた。9 月 27 日に避難訓練を行っ

た際には、3 月の安否確認での避難所回りを思い出して涙を流す教員がいた。校長もま

た、8 月末の校長会に提出する資料を作成するにあたり、3 月からのできごとを振り返っ

て作成を始めたのはお盆が明けてからのことであった。被災者に対する心のケアの必要

性は、今なお重要な課題である。

おわりに
　城山体育館から「陸中海岸青少年の家」、そして合同仮設校舎へと学校生活の場が移

る中で、「周りに支えられている」という意識と、その中での大槌小学校という存在へ

の意識を児童・教職員とも高めていった過程が見受けられた。しかしその一方、「心の

ケア」という観点では、児童に限らず、教職員へのケアの必要性も大きな課題として残っ

ている。
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（3）岩手県大槌町立大槌中学校

はじめに
　大槌町立大槌中学校は、現在 4 つの小学校とともに町の合同仮設校舎に入っている中

学校である。大槌川の畔にあった従来の校舎は津波とその後に発生した火災で甚大な被

害を受け、4 月 22 日から吉里吉里中学校と大槌高校を間借りして学校再開し、9 月 22

日から合同仮設校舎に移動した。生徒数は 3 学年合わせて 349 名（平成 22 年度学校基

本調査）おり、同じく合同仮設校舎に入っている大槌・大槌北・安渡・赤浜の 4 つの小

学校の学区から生徒は通学している。平成 23 年 11 月 11 日、大槌中学校の小野永喜校

長（在校 4 年目）から、お話を伺った。

１．地震発生当日
　平成 22 年度の卒業式を翌日に控えた平成 23 年 3 月 11 日、大槌中学校では午前中に

予行練習を実施していた。予行練習終了後は給食、清掃のみで下校となり、14 時前に

は生徒は下校していた。14 時 46 分の地震発生時、校舎内に残っていた生徒は 1 人もい

なかった。

　生徒が下校したのち、教職員によって卒業式の会場や控室となる各教室の点検・準備

が進められ、ひととおり終わる頃に、地震が発生する。地震発生を受けて教職員は全員

が校庭に避難し、その後学校から少し海に向かったところにある蓮乗寺へと移動した。

教職員が蓮乗寺に辿り着いてすぐに、津波の第一波が大槌川を遡上してきた。第二波に

よって、大槌の町は壊滅的な打撃を受けた。大槌中学校の校舎も 1 階部分は完全に浸水

し、さらにその後発生した火災によって、大きな被害を受けた。

　教職員が避難した蓮乗寺には町の住民も避難してきており、教職員の中にはそこで高

齢者の世話にあたった者もいた。そのまま蓮乗寺に残って避難所運営の手伝いをする教

職員もいれば、山を登ってより高台の中央公民館に居場所を移す教職員もおり、地震発

生当日、大槌中学校の教職員は二手に分かれて一夜を過ごすことになった

２．難航した安否確認と教職員の避難所回り
　（1）難航した生徒の安否確認

　3 月 12 日、蓮乗寺に避難していた人々も城山へ移動するよう指示が出された。城

山の体育館・中央公民館には避難してきている生徒もいたが、その数は 100 名にも満

たなかった。早急に生徒の安否確認をする必要を認識した教職員は避難所の 1 つと

なっていた大槌高校の教室をひとつ借りて仮の職員室を置き、いくつかのチームを組

んで避難所となっている海沿いの赤浜小学校・安渡小学校へ向かった。とはいえ、ま

だ町には瓦礫が散乱しており、安渡小学校にも赤浜小学校にもその中を徒歩で向かう

しか方法はなかった。1 日がかりの安否確認であったが、全生徒の安否を確認するに
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は程遠く、3 月 12 日夜の時点でもなお 200 名近くの生徒が安否不明の状態であった。

　3 月 13 日、城山に山火事が迫ってくるという情報が入った。この情報を受けて大

槌中学校の教職員は全員が大槌高校へ集まり、仮の職員室を拠点として情報収集を行

う体制をつくった。とはいえ、地震によって寸断された電話は短期間で回復する見込

みがなく、避難所を回るにも移動手段は相変わらず徒歩であった。また避難所を回っ

たところで、家族の捜索などで日中は避難所を離れている生徒も多く、親戚の家に身

を寄せている生徒や町外に避難した生徒がいたことなどもあって、安否確認は困難を

極めた。後にラジオが通じるようになって入手できる情報量が増え、また生徒伝いに

入ってくる情報も日毎に多くなってはきたものの、安否の確認が取れない生徒が 3 名

に絞られたのは 3 月の下旬になってからのことであった。なお、その 3 名のうち 1 名

は 4 月に入ってほどなく町外に避難していることが確認されたが、残る 2 名は両名と

も 4 月 12 日に遺体が確認された。

　（2）教職員の避難所回りと各避難所での「卒業式」
　3 月 12 日の生徒の安否確認から始まった教職員の避難所回りは、4 月に入ってから

も毎週続けられ、町内にある計 22 カ所の避難所を回って生徒たちの状況把握に努め

た。教職員の避難所回りに際し、週に一度は周辺に暮らす生徒たちも避難所に集まっ

て、町内に残る全ての生徒と教職員とが定期的に顔を合わせる機会が持たれることと

なった。4 月に入ると、全国からの支援物資で鉛筆やノートといった学習に必要な道

具も届くようになった。はじめに行われたのはそれら物資の配給であった。

　また、大槌高校をはじめとする多くの避難所では炊き出しや掃除などにおける中心

的な役割を高校生や中学生が担っていた。教職員はそうした生徒たちの避難所での活

動に対する日常的なサポートも行っていた。

　生徒の避難先は広範囲にわたっており、大槌高校から 6km 離れている者もいた。

そのため卒業生が一堂に会しての卒業式を開催することは不可能であり、代わりに教

職員が避難所を回って卒業証書を手渡していくことになった。当初は卒業生に証書を

渡すのみの予定であったが、いざ教職員が各避難所を訪れてみると、どの避難所でも

一定のスペースが確保され、中には「卒業式」と書かれた紙が掲示されていたところ

もあった。保護者や避難している住民に見守られる中で、避難所ごとに卒業式が開催

されることとなったのである。またそのときは遠方に避難している等の理由で証書を

受け取れなかった生徒についても、後日大槌高校を訪れて証書を授与する方法が取ら

れた。最終的には平成 22 年度の卒業生全員に無事卒業証書が授与されたのである。

３．2 ヶ所に分かれての学校再開
　大槌中学校の校舎は津波と火災によって甚大な被害を受けたため、1 年生・2 年生が

吉里吉里中学校を、3 年生が大槌高校を間借りして新年度を開始することとなった。

4 月 22 日、2 年生と 3 年生の授業が始まり、25 日には入学式が行われた。1 年生・2 年
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生は吉里吉里中学校の理科室や家庭科室、技術室といった特別教室に入ることになった

ため、1 人に 1 つずつの机が用意できず、授業は常にグループ学習が行われるような状

況であった。また 3 年生は大槌高校から 4 つの教室を借りた。2 ヶ所に分かれはしたも

のの、全学年が同じ時間帯に活動できる体制を取れたのはよかったと小野校長は振り

返っている。

　部活動や生徒会活動など放課後の活動は、例えば 3 年生が 4 時間で授業を終え、5 時

間目を移動の時間に充てて 5 時間目終了後の吉里吉里中学校で活動を実施するといった

工夫がなされた。また時間割では、体育や音楽、美術、技術家庭を担当する教員が 1 日

のうちに吉里吉里中学校と大槌高校との間を移動する必要が生じないよう工夫した。平

成 23 年度、大槌中学校の時間割は週単位でのきめ細かな組み直しを行った。これは合

同仮設校舎に移った後も同様である。

　吉里吉里中学校では体育の授業を 2 校合同で行ったり、バレーボール部や卓球部など

部活動によっては合同練習を行ったところもある。野球部は 2 校の合同チームで県大会

に参加した。また、柔道部やサッカー部などは大槌高校の部活動と合同練習を行ったこ

ともあった。

　3 年生が間借りした大槌高校は、生徒の大多数が大槌中学校の卒業生であったことも

あり、特に違和感やトラブルが生じる場面はなかった。ただし、生徒の心のケアを考えて、

教員は授業終了後も教室に残り、次の時間の担当教員が来たところで教室から離れるな

ど、生徒と教職員との接触が絶えないよう努めた。また、月曜日には校長が大槌高校に

常駐し、火曜日は副校長が、水曜日は養護教諭が、というように、授業で担当学年が一

部に限定されていない教員は毎週必ずどこかで大槌高校に足を運ぶよう工夫した。なお

職員室については、大槌高校では会議室、吉里吉里中学校ではコンピュータールームが

割り当てられ、いずれも「大槌中学校職員室」として個別の部屋が設けられていた。ま

た、支援のイベントが行われる際には両校間で情報を伝達する機会を持つなどの配慮も

なされた。

　夏休み中は、部活動や 3 年生の補習授業期間があったため、学期中とほとんど変わら

ない状況であったという。1 年生・2 年生と 3 年生とが分かれての学校活動が行われる

ことは、3 年生が「学校のリーダー」としての役割を学ぶ機会と、そうした 3 年生の姿

を 1、2 年生が間近で見る機会が失われていることになる。このような課題がある一方で、

生徒たちの「我慢する力」は他校を間借りする生活の中で着実に身についたと小野校長

は述べている。また教職員にとっても、今年度が様々な意味で“非常事態”であり、例

年以上に色々と気を遣う部分が多かったとのことである。

４．そして合同仮設校舎へ
　9 月 19 日・20 日に行われた地区の部活動新人戦が終わるのを待って、9 月 22 日から

合同仮設校舎に入った。合同仮設校舎への移動後、それまで開催できなかった様々な学



68

校行事が開催された。10 月 12 日に体育祭を開催し、10 月 29 日には町の体育館を会場

とした文化祭、11 月 7 日からは各学年の移動教室を実施した。例年に比べ、準備期間

が短くなっているが、与えられた条件の中でいかに工夫するかを考えて、生徒たちはい

ずれの行事にも熱心に取り組んでいたとのことである。

　この合同仮設校舎において、敷地内の体育館は主に小学校が使用しており、大槌中学

校はグランドの向かい側にある「勤労体育館」を使用している。またグラウンドは基本

的には小学校が優先して使用し、放課後の時間帯は中学校の部活が使用している。制約

はあるが、校舎の間借りに比べれば恵まれているという意識が生徒たちの中にもあるよ

うである。合同仮設校舎への移動後も、バレーボール部の 1 年生など一部の部活動は合

同練習を継続している。また野球部は秋の 1 年生大会にも合同チームで参加した。

　2 ヶ所に分かれての「間借り」生活が続いた 5 カ月を経て、全校生徒が一堂に会して

の教育活動が再開された。今度は同じ敷地内に 4 つの小学校があるという、これまでと

はまた異なった新しい環境に置かれた。そしてその小学校に通う児童たちは、いずれ大

槌中学校の生徒となる子どもたちである。こうした環境にいることが、今後また以下に

示すような新たな効果をもたらすであろうと小野校長は考えている。中学生が「小学生

に見られている」という意識を持ちながら日々の学校生活を送り、小学生もまた中学生

を間近に見ながら日々の学校生活を送るという新しい環境は、子どもたちのみならず教

職員にも今までとは異なった感覚を与えるのではないかと小野校長は考えている。子ど

もを「送り出す」側としての小学校と、「受け入れる」側としての中学校。校舎が離れ

ていたときにはなかなか感じ

ることのなかった新たな責任

感をお互いが感じるようにな

るであろうと小野校長は考え

る。小学校の隣という環境に

置かれたことによるプラスの

部分が、近い将来きっと現れ

てくるであろうと小野校長は

述べている。

おわりに
　地震発生時に生徒が学校にいなかったことによる安否確認の難航や、2 ヶ所に分かれ

ての学校再開に対して行われた様々な工夫、仮設校舎移転後は小学校と中学校とが隣接

する環境の中で日常の教育活動が繰り広げられることによる新たな効果が期待されるこ

とを注目すべき点として挙げることができる。一方、「学校だけがいくらいい準備をし

たところで、やはり基盤となる家庭がしっかりしないとなかなかうまくはいかない」と

小野校長は述べていた。

＊校長提供

写真 1　合同仮設校舎全景
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（4）岩手県宮古市立鍬
くわがさき

ヶ崎小学校

はじめに
　宮古市立鍬ヶ崎小学校は宮古湾を望む高台に位置する、児童数 218 名（平成 22 年度

学校基本調査）の小学校である。宮古港からも近く、また山を 1 つ越えれば陸中海岸国

立公園の中でも有数の景勝地である浄土ヶ浜に出る。平成 23 年 11 月 15 日、同校の笹

川正校長（在校 2 年目）から、教職員が中心となっての避難所運営と再開後の学校の歩

み、地域との密接な連携のもと行われてきた同校の教育活動についてお話を伺った。

１．地域を教材とした「総合的な学習の時間」の取り組み

　　　「何もなくなったけど、2、3年待ってろ。また養殖体験させてやっから」。

　平成23年3月13日、鍬ヶ崎小学校に、1人の男性の声が響いた。その声の主は、地元鍬ヶ

崎地区でホタテ養殖を営む漁師たちの組合「宮古北部養殖組合」の田中仁組合長である。

平成 22 年度、鍬ヶ崎小学校では「海」をテーマとした、系統化された「総合的な学習

の時間」のカリキュラムづくりに取り組んでいた。3 年生は浄土ヶ浜にある岩手県立水

産科学館の協力も得ながら、「磯の生物観察会」を通じて海洋生物の学習に取り組んで

きた。4 年生は田中組合長をはじめとした地元の漁師や漁業協同組合、岩手県の水産セ

ンター、宮古市水産課などの協力を得てホタテ養殖の体験学習を行っていた。5 年生の

「総合的な学習の時間」は、「町で働く人々のコマーシャルづくり」がテーマであった。

地元の寿司店や酒蔵、洋菓子店、浄土ヶ浜ビジターセンターなどを舞台に、4 コマ絵コ

ンテの作成からカメラを抱えての撮影までを自分たちで手掛けて、15 秒間のコマーシャ

ルを作成するという取り組みであった。そして 6 年生は「避難マップづくり」を行って

いた。鍬ヶ崎地区は岩手県沿岸部では極めて珍しい、海沿いに堤防のない地区であった。

国土交通省の船に乗って海上から鍬ヶ崎地区を観察し、堤防がないことを確認すること

によって「避難マップ」の重要性を認識した上で、地域の町内会長や民生委員、長年そ

の地域に暮らしている高齢者等の協力を得て地域に古くから伝わる避難ルートを地図に

表すという作業に 6 年生は取り組んでいた。完成した「避難マップ」は鍬ヶ崎地区の全

家庭に配布されることになっていた。模造紙大の下絵が完成し、それを印刷業者に持参

すべく中村副校長が校舎を出た瞬間、大きく地面が揺れた。

２．地震発生当日
　大地がユラユラと揺れている間に、校舎内の電気が消えた。校内放送が使用できなく

なったため、校長の指示のもと職員が各教室を回って校庭への避難を指示した。全校児

童が校庭に避難するとすぐ 1 台の消防車がやって来て、乗っていた消防士が大津波の襲

来を告げた。また、高台にある宮古第二中学校へと向かう道路は渋滞が発生し、地震に
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よりところどころ土砂崩れが発生している危険があることもその消防士は知らせた。笹

川校長は、一旦海の方へ向かうことにはなるものの、至近の高台にある熊野神社へと二

次避難することを決め、5 年生を先頭に 4 年生、3 年生の順で、6 年生が最後尾となる

隊列を組んで熊野神社へと向かった。昭和 8 年に昭和三陸地震が発生した日である 3 月

3 日に、宮古市では毎年避難訓練が行われていた。ほぼ 1 週間前に行われた避難訓練で

も熊野神社への避難は辿ったコースであり、また避難の際には消防士も児童の誘導に加

わったことから、地震発生直後の移動は非常にスムーズに行われた。

　15 時過ぎに熊野神社に辿り着いたものの、余震と思われる揺れはひっきりなしに襲っ

てきた。15 時 20 分頃には大津波も海岸に到達し、そのまま鍬ヶ崎の町を飲み込んだ。

そのとき、笹川校長は子どもたちに荒れ狂う津波の様子を見せないよう、小屋で視界を

さえぎるようにして座らせた。そのうち熊野神社の宮司さんが社務所を開けてくれるこ

とになり、社務所の中で 1 本の蝋燭を囲んでみな静かに待機した。その日は時折雪も舞

うような寒さの厳しい日であった。社務所の中にいれば風は防げたものの、寒さはどう

しても防ぐことができず、笹川校長は管理部長を連れて学校へ戻り、大きな袋に校内に

残っていた児童の上着を集めて回った。

　地震発生から 1 時間が経過しようとする頃から、神社に子どもを迎えに来る保護者の

姿が見られるようになった。しかし、余震が落ち着く気配は一向になく、また津波が収

まったのかも全く分からない状態であったため、笹川校長はそこですぐに引き渡すこと

はせず、迎えに来た保護者もしばらく一緒に熊野神社で待機してもらうことにした。そ

して、日が落ち、あたりも暗くなってきた 17 時半ごろから、児童の保護者への引き渡

資料 1　平成 22 年度の 6 年生が作成した「避難マップ」の一例

＊鍬ヶ崎小学校・笹川校長提供
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しを開始した。全校児童約 220 名のうち、その日に迎えの保護者が来られない児童が

30 名おり、その 30 名を連れて 18 時すぎ、再び学校へと戻った。その 30 名の児童は校

舎 3 階西側の家庭科室に集めた。部屋には小さな石油ストーブを 1 つ置けるのみで、大

変寒さの厳しい環境であった。

　笹川校長はじめ教職員が 30 名の児童を連れて学校に戻ってきた頃、校内には既に

150 名ほどの地域の人々が避難してきていた。鍬ヶ崎を襲った大津波は「ここまでは津

波は来ない」といわれていた鍬ヶ崎小学校の敷地にも到達しており、体育館は床上まで

浸水、校庭にも 40cm の津波が到達していた。学校に来た避難者は、体育館が浸水して

いたこともあり、地域の人々が避難してくることに備えて学校に残っていた用務員の判

断で校舎内に身を寄せていた。校舎西側の部屋に児童が入ったのに対し、地域の人々は

校舎東側にある図書室や音楽室に入ることになった。

　少しでも暖をとり、厳しい寒さを和らげるために、校舎内のカーテンや紅白幕、祭り

で使用する半纏などが集められた。また、当日は日中に 6 年生が「先生に感謝する会」

を行っており、そのときつくったサンドイッチが職員室にはまだ残っていた。それが校

内に残った児童の夕食とされた。

　3 月 12 日は残っていた 30 名の児童も昼過ぎまでには保護者や家族のもとへと引き渡

され、全ての児童が家庭に帰ることができた。

３．教職員が中心となっての避難所運営
　3 月 13 日、宮古市教育委員会の佐々木敏夫教育長が瓦礫の中を歩いて訪れ、「ここか

ら先、卒業式の日程などの判断は校長に任せる」と笹川校長に告げた。「学校の存在意

義は教育だけではない」と、笹川校長は長期化が予想される避難所運営への覚悟を決め

た。

　3 月 16 日、当初の予定を数日前倒しして、平成 22 年度の卒業証書授与と 3 学期の通

知票配布を行った。これは教職員が避難所運営の支援に重点を移すために行った。

　地震発生当日からの 3 日間、教職員は皆泊まり込みで避難所運営にあたった。その後

2 日間だけ 2 交代制とし、避難所が体育館に移動する前日の 4 月 11 日までは 3 交代制

で避難所運営を行った。必要とされる主な作業は食事の配給と汚物の処理、水の確保で

あった。山の中腹に水の出る家があり、ポリタンクに水を汲んで学校まで運搬したほか、

トイレを使用する際にはプールから水を汲んだ。また食料は、校長室を食料の備蓄場所

として配給を行った。なお、地震発生後最初に食料が届いたのは 3 月 12 日。近くに住

むリンゴ園経営者が差し入れた 10 箱のリンゴであった。

　避難所運営における具体的な作業は最初の 3 日間で把握できたため、その後は交代時

の引き継ぎを円滑に行うことが最大の課題であった。例えば翌朝の朝食の献立まで考え

て 1 日の作業を終えるようにするなど、より円滑な運営のための手段は常に模索され続

けた。
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　こうして避難所運営の中心を担った教職員であったが、地震発生当日の夜から担当者

として学校に来ていた 4 名の宮古市職員もまた運営に中心的な立場で加わった。実務上、

学校のトップである校長が運営を取り仕切らざるを得ない場面もあったものの、避難所

運営の全体の指揮は、4 名の市職員のトップである課長がとった。こうした役割分担は

地震発生当日の夜、校長と職員の話し合いですぐに決められた。市職員も含めた避難所

運営メンバーの本部は職員室に置かれたが、職員室にいるのは食事をとるときくらいで、

それ以外は円滑な運営のために誰もが奔走し続けていた。

　このように、当初は教職員と市職員が避難所運営を行っていたが、次第に避難者も部

屋ごとに食事当番や掃除当番を選び、運営に携わるようになった。一生懸命に働き回る

教職員に感化された部分もあったのか、避難者も非常に協力的であったとのことである。

　新年度の学校開始日が 4 月 25 日となることが校長会で決定され、4 月 12 日には学校

再開に向けた準備に取り掛かるため、校舎内にいた避難者は体育館へと移動した。体育

館は津波によって床上まで浸水していたものの、盛岡からボランティアで来た教職員な

どが清掃を行い、この時点では避難所として問題なく使用できる状態になっていた。残っ

ていた避難者はこの時点でもまだ 100 人程度いたが、体育館のトイレは使用可能であり、

また食事は仕出しの弁当が届くようになっていたことから、教職員の運営支援が必要と

なる場面はほぼ見られなくなっていた。市職員も当初リーダー役を務めていた課長が 3

月 17 日に本部に戻ったため、地震発生当日から来ていた 4 名のうちの 1 名で、鍬ヶ崎

小学校に通う児童の保護者でもある担当長に避難所運営リーダーの役割は移っていた。

その担当長を通じ、4 月 11 日を以て教職員の避難所運営への関わりは終了することが

避難者に告げられた。1 ヵ月間の避難所運営を経て、教職員は学校の教育活動へとよう

やくその活動の場を戻すことになった。なお、鍬ヶ崎小学校の避難所は 8 月 12 日まで

続いた。鍬ヶ崎小学校が宮古市内で一番最後まで残った避難所であった。

４．学校の再開
　避難所が体育館へ移った 4 月 12 日から学校再開へ向けた準備を始めた。避難所とし

て使用されていたのは 6 教室あり、うち 1 教室は保健室として使用されていた。各教室

の備品は避難者が生活しやすいように移動されており、それらを元の位置に戻すなどの

作業を教職員は行った。

　4 月 25 日、音楽室を会場として平成 23 年度の 1 学期始業式、翌 26 日に入学式が行

われた。毎年変わっていたクラス担任も今年度は持ち上がりとされ、クラス替えも原則

として実施されなかった。そのことでスムーズに新年度を始められた部分もあった。

　4 月 25 日から学校が再開され、新年度が始まった。震災前に予定していた教育課程

は全て見直すことになったため、夏休み・冬休みを短縮したほか、6 月に予定されてい

た修学旅行を 11 月に延期するなど、行事予定を見直すことで対応を図った。3 月中から、

笹川校長は教務主任に教育課程の組み換えを指示し準備していた。
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　学校は再開されたが、体育館は避難所、校庭は避難者の駐車場となっており、体育の

授業を行える場がないため、廊下にマットを敷くなどして何とか対応した。避難所での

人の出入りがあることによる落ち着かなさは多少あったものの、体育の授業を実施でき

る場所が不足した以外には、避難所が並存していることによる教育活動への支障は特に

なかった。

　教育課程を変更する中で学校行事の見直しも行ったが、「地域参加型」で開催されて

いる運動会は例年通りの時期である 6 月 11 日に開催された。就学前の子どもを対象と

する競技など大いに賑わったそうである。また、津波によって 5 年生のコマーシャルづ

くりで協力を得た店舗は全て流され、ホタテの養殖施設も消失したものの、早くも 3 月

末には寿司店も酒蔵も営業再開を予定し、また鍬ヶ崎小学校の教育活動に助力する意向

であるという情報が人伝てに学校へと届いていた。結果的には、今年度も稚貝を 30 個

程度ずつに分けてネットに入れる「分散」という作業でホタテの養殖体験が 9 月 12 日

に実施できたほか、前年度 6 年生が作成した「避難マップ」も無事に完成した。また店

舗を再開した人々の思いを聞いてそれをまとめた劇が、11 月 13 日に行った学習発表会

で披露された。この劇は地域の人々からも「よくやった」と好評を得ることができた。

こうした営みを通じて、笹川校長は学校が地域と関わることの意義を再確認できたとい

う。これまでは学校が地域に何かをしてもらうことにしか意識が向いていなかったそう

である。しかし、平成 23 年度に入ってから地域との関わりの中で、学校がもらうのみ

ならず、学校もまた地域の人々に活力を与えているということに校長は気づいた。「地

域あっての学校」ということの本当の意味を、こうした営みを通じ改めて確認すること

ができたという。

　

おわりに
　教職員が中心的な役割を担っての避難所運営と、それに続く学校再開への取り組み、

そして「地域とのつながりに支えられた教育活動」の中で学校の地域に対する役割が捉

え直されていった。

　その一方、「子どもの生活を支える親の生活・仕事の安定、家庭の経済的な安定」が

課題であると笹川校長はいう。震災で破壊されてしまった生活基盤・社会基盤の復興が、

鍬ヶ崎の町では全く体感できていない現状がある。

　平成 23 年 10 月 8 日に開催された日本学校教育学会の公開研究会において、笹川校長

は「それでも『地域の中の学校』であり続ける！」というタイトルの講演を行った。「地

域の中の学校」が本当にその役割を果たすためには、住民一人ひとりがその活力を発揮

できる環境が必要不可欠である。
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（5）岩手県宮古市立宮古小学校

はじめに
　宮古市立宮古小学校は明治 6 年創立の伝統をもつ、全校児童 252 名（平成 22 年度学

校基本調査）の小学校である。JR 宮古駅から 500m ほど内陸に入ったところに位置し、

周囲は住宅街となっている。3 月 12 日には、750 名ほどの避難者を受け入れた。

　平成 23 年 11 月 16 日、同校の相模貞一校長（在校 2 年目）、川上良治副校長（在校 3

年目）から、3 月 11 日以降の避難所運営と学校経営の軌跡についてお話を伺った。

１．3 月 11 日のできごと
　平成 23 年 3 月 11 日の午後、宮古小学校の体育館では 5，6 年生が出席しての卒業式

の練習を行っていた。練習が終了したのは 14 時 35 分ごろ。ちょうどそのとき、1 年生

から 4 年生の教室では「帰りの会」が行われようとしていた。

　卒業式の練習が終わって体育館を後にした相模校長がちょうど職員室に入ろうとした

ところで、巨大な地震が襲った。児童に身の安全確保を呼びかける放送はすぐに切れて

しまった。収まりかけたかと思うとまた揺り戻しが来る状態が何度か繰り返され、結局

揺れは 3 ～ 4 分にわたって続いた。幸い、一部の教室で蛍光灯が僅かに傾いた程度で校

舎に目立った損傷はなかったが、すぐに市の広報が「大津波警報」の発令を告げた。そ

の時点で、宮古市で予想される津波の高さは 3m であった。

　宮古小学校の防災マニュアルに従えば、まずは校舎の最上階である 3 階へと避難する

ことになっていた。校舎には特に被害が生じていなかったため、この日もマニュアルに

則り、児童は教職員の誘導に従って 3 階へ避難した。宮古市では昭和 8 年に昭和三陸地

震が発生した日である 3 月 3 日に、毎年避難訓練を行っていた。3 月 3 日に行われた訓

練通り、児童は素早く荷物を片付け、上着を身につけて、いつでも帰宅できる状態を整

えた上で 3 階への避難を行った。訓練の経験を生かした、混乱した様子の見られない避

難であった。

　地震発生からほどなく、我が子を迎えに来る保護者の姿が見られるようになった。相

模校長の判断に基づき、担任が名簿にチェックした上で子どもを引き渡し始めたが、そ

の頃、ラジオを通じて宮古市で予想される津波の高さが 3m から 6m へと変わったこと

が分かった。そしてその直後、津波は港の堤防を越え、宮古の市街地を襲った。子ども

を連れて学校を出た人々も学校へ引き返してきたが、津波は宮古小学校にも到達し、校

庭の 4 分の 3 ほどが水に浸かってしまうという状況であった。

　地震による停電や津波の襲来により、多数の周辺住民が宮古小学校へ避難してきた。

その数はあっという間に数百名に達し、とても体育館だけでは収まりきらない人数と

なっていた。校舎内の各教室でも土足のままの避難者を受け入れた。しかし、宮古小学

校にあるストーブはほとんどが電気式のものであったため、電気が復旧するまでは使用
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することができず、停電中も使用できる石油ストーブは僅か 2 台のみであった。外は雪

が舞う中、学校では毛布などの防寒具は何も常備していなかった。暗幕や紅白幕、体育

館ステージの幕などをかき集めたほか、理科室から蝋燭を持ってきて火を灯し、何とか

寒さを凌ごうと試みた。ラジオから情報を聞くことが出来たほか、あたりが暗くなる頃

には市役所からのサーチライトも届き、一応の明かりが確保された。また夜には地元の

煎餅屋から 1000 枚ほどの煎餅の差し入れがあり、児童と希望する避難者に分配した。

ただし、この時点ではまだ食べ物が喉を通らない避難者も大勢いた。

　保護者が迎えに来ることができず、当日学校で一夜を過ごすこととなった児童は全部

で 11 名であった。職員室の近くに位置する図書室に集まり、教職員と一緒に夜を明か

したほか、教職員は体育館において、ハンドマイクを持っての案内係も行っていた。

　なお地震発生当日、副校長は盛岡に出張していたが、地震発生を受け、信号も点かな

ければ落石の危険もある国道 106 号線を宮古へと戻った。校庭は津波で浸水していたた

め、付近の消防署に車を停め、フェンスを伝って学校へと入った。のちに校長が「自分

で動き回って、指示を出して、全てを賄った『キーパーソン』の 1 人」とその働きぶり

を振り返る副校長はこれ以降、職員室で全体の統括を行う校長のもと、避難所と学校と

をつなぐ指揮役として様々な取り組みを先導していった。

２．避難所の運営
　（1）避難者の班編成

　3 月 12 日の昼過ぎ、宮古小学校に電源車がやって来た。一斉に使用しないよう注

意しながら各教室に電気ストーブを配備し、音楽室には常時つけておく大型テレビを

置いた。一方、この日になっても大津波警報は解除される気配がなく、校内には近

隣病院の入院患者も避難してきていた。2 日目の時点で、校内の避難者は体育館に約

200 名、校舎内に約 550 名を合わせて 750 名程度となっており、校舎では 2 階、3 階

の 18 教室を避難場所として使用していた。

　また 12 日の朝には水とおにぎりも届いたが、避難者全員に行き届かず、その公平

な分配も非常に困難であった。分配に苦慮する様子を見た副校長は避難者を数十人ご

とにまとめた班を編成して係を決めることを提案し、18 教室は 1 つの部屋をそのま

ま 1 つの班に、体育館は全体を 5 つの班に分け、全部で 23 の班が組織された。物資

運搬係や清掃係など、避難所運営を円滑に行うための係が班ごとに選出された（詳細

は資料 1 参照）。

　各係のリーダーは、最初は学校の様子を熟知している教職員が担うこととなった。

食事の分配を担う「まかない係」は研究主任の教諭がリーダーとなり、家庭科室の調

理システムや前年 7 月まで使用されていた給食室の冷蔵庫などを活用して、偏りのな

い食事の配給を行った。水道が通じない中、トイレが溢れるなどの問題も生じたが、

これに対してはプールの水をバケツリレーで運ぶなどの改善を図った。また 3 月下旬
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から 4 月上旬の間には、漏電や大きな余震によって計 2 回、周囲で火災が発生し、避

難者が校庭に避難したこともあった。その際も避難者を編成した各班の班長を中心に、

若者が手伝って各避難者に毛布を分配したという。

　こうした取り組みは全て、校長・副校長が指揮を執りつつも最終的には避難者によ

る自主運営が出来るようになることを意図して進められた。当初は教職員が担ってい

た各係のリーダーも、徐々に避難者へとその役割を移した。このことは市役所から宮

古小学校に派遣されていた 3 名の職員とも、校長と副校長が早期に話し合いを持ち共

有を図った。地震発生後すぐの段階で、この避難所運営が「長くなる」ことを校長、

副校長とも覚悟し、長期的なビジョンに基づいて円滑な避難所運営のシステムを考案

＊宮古小学校・相模校長／宮古市教育委員会学校教育課提供

資料 1　宮古小学校避難所・係分担表
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していった。また宮古小学校には地区の町内会長や民生委員も避難していたが、こう

した避難所運営の仕組みを整えていく中で、校長はこの地域は個々の自治会などは

しっかりしているものの、それらを束ねる仕組みが存在していないという課題を実感

した。

　当初は 700 名を越えていた避難者も、ライフラインが復旧するにつれて徐々に帰宅

する人が増えていった。近隣には自営業者も多く、各班のリーダーになっていた人か

ら先に避難所を出てしまうという課題もあったが、班内での役割の引き継ぎはスムー

ズに行われた。また避難者が家の片付けに出かける際には昼食を持たせたり、校舎内

にコーヒーが飲めたり新聞が読めたりするオープンスペースを設置したりするなど、

避難者への細かな配慮は随所でなされた。

　（2）学校再開へ向けた準備へ
　3 月 23 日の校長会議にて、新年度の学校再開日が「4 月 25 日」と決定された。そ

れまでに教室を授業のできる状態に整える必要があるため、徐々に避難者の校舎から

の移動が進められることになった。一旦、2 階・3 階の教室に入っていた避難者を 1

階に移動させ、さらに体育館へ移ってもらうという手順で移動は進められた。移動に

際しては極力自然な流れで行えるよう、校長や副校長が事前にリーダー会議で連絡す

るなどの工夫も行った。体育館と校舎にはそれぞれ別のコミュニティが形成されつつ

あったため、校舎から体育館への「引っ越し」に難色を示す声も中にはあったそうだ

が、畳を敷いてパーテーションを設けるなど、体育館に過ごしやすい住環境を整える

ことで体育館への移動を了解してもらった。

　体育館への最終的な「引っ越し」は 4 月 16 日・17 日に行われた。これをきっかけ

に避難所を出る人も多く、体育館への集約が完了した時点で残る避難者の数は 120 ～

130 名程度となっていた。なお 3 月末から、宮古小学校の校庭には自衛隊が常駐して

炊き出しが行われていた。体育館への移動の際、避難所を後にする人々に対しても食

事の供給は継続するためのシステムとして「外食」というシステムが考案された。食

券を用意し、それを持参することで避難所に生活する人以外にも自衛隊からの食事の

配給が受けられるようにした。自衛隊は 5 月 10 日過ぎに他の場所へと移動したが、

自衛隊の炊き出しによって食事はそれ以前よりかなり楽になった。

　校舎から体育館への「引っ越し」が完了した翌日の 4 月 18 日、相模校長は教職員

に対し「教職員の避難所運営からの撤退」を宣言した。個人の意志でボランティアと

して関与することは否定しなかったものの、「これからは学校としての復旧・復興に

命をかける」ということを教職員に伝えた。これ以降、避難所の運営は完全に避難者

自身の手によって行われることとなった。避難していない近隣住民も対象にした支援

物資の分配を行うため、1000 枚のチラシを作成・配布し、学校に届いた支援物資を

分配する機会を設けた。400 名以上が来校し、高校生ボランティアが中心となっての

無料バザーが行われた。この支援物資の分配は、学校再開に向け支援物資で教室を塞
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がないための工夫でもあった。宮古小学校の避難所が最終的に解消されたのは 7 月

25 日であった。

３．学校再開
　震災発生から学校再開までの間、宮古小学校では何度か独自の「登校日」を設けた。

最初の登校日は 3 月 15 日であった。まだ電話は復旧の見込みが立たず、通信手段は何

もなかったため、校長がハンドマイクを持って児童の家がある学区を回って案内をした

り貼り紙をしたりするという方法で告知した。遠方に避難している児童もいたため全員

は揃わなかったが、当日は約 8 割の児童が登校し、付き添いや送迎で保護者も 50 名ほ

どが来校した。卒業式を実施するにあたっての予定と、春休みの過ごし方に関する留意

事項の伝達をその日は行った。

　3 月 18 日、校舎 1 階のマルチホールにて平成 22 年度の卒業式が開催された。児童は

全学年が参列し、避難所にいる避難者にも案内が出された。その後、4 月 5 日には 2 回

目の登校日を設けて入学式・始業式の日程が伝達され、4 月 18 日にもう一度登校日を

設けた。当初は校舎を常時開放することも考えられたものの、瓦礫が散乱する通学路の

危険を考慮して断念した。何度か登校日を設けることで、子どもたちの春休みの過ごし

方や心の様子などを定期的に確認する機会が持たれた。

　4 月 25 日、マルチホールにて始業式・入学式を行い、新学期がスタートした。直後

に B 型インフルエンザが流行し、多くの児童が出席停止を余儀なくされたため、一旦

休校措置をとり、5 月の連休明けから本格的に学校を再開した。インフルエンザに関し

ては、避難所に身を寄せている児童にも罹患者が見られた。罹患した児童は学童施設や

体育館の 2 階に隔離し、他の避難者、とりわけ高齢の避難者への感染拡大を防止する方

策がとられた。このときは食事も火が通ったもののみを供するようにしていた。

　津波による浸水を受けていたため、校庭は一度表土を全て取ることになり、使用が可

能になったのは 5 月 13 日からであった。浸水域のため、ここには仮設住宅は建設され

ないこととなった。1 学期中は学校と避難所とが同居する状態であったものの、体育館

が避難所となっているため使用できない程度で、他には特に避難所があることによる教

育活動への支障はなかった。避難所に暮らす児童も多く、その様子を見ることができた

という面では逆に安心を得られる面もあった。避難所にいる児童のケアに関しては、宮

古小学校に併設されている学童保育との連携も行われた。

　新年度の教育活動で唯一支障があったのは学校行事の開催であった。5 月に予定して

いた運動会は 10 月 17 日に、6 月に予定していた 5 年生の宿泊学習は行き先を宮古市内

区界地区の「区界高原少年自然の家」に変更した上で 9 月 26 日・27 日に実施した。運

動会が行われた 2 週間後の 11 月 2 日にはマラソン大会も開催され、学校行事の遅れを

取り戻す関係で 2 学期は少し忙しくなっていた。
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４．宮古小学校の震災対応を支えたもの
　円滑な避難所運営を支えたのは、班編成による避難者の組織化もさることながら、県

内他地域の教職員からの支援を受けられたこともまた大きかったと相模校長は述べてい

る。3月14日に花巻の教育センターから応援があり、次いで盛岡から教職員が支援にやっ

てきた。彼らの手によってコンピューターを活用した避難所情報の整理がなされ、避難

者の氏名や避難している教室から自宅の被災状況までが記された、詳細な避難者情報が

電子記録化された。4 月に入ると宮古市内内陸部の学校の教職員がやってきて、その応

援が 4 月 16 日まで続けられた。宮古小学校の教職員が年度末の指導要録作成、通信簿

作成や新年度の計画づくりに取り組めたのは、そうした人々の支援があったことが大き

かったと相模校長は振り返っている。その他には全国の自治労や遠方自治体の保健師の

支援などもあり、相模校長はこうした支援を受けながら「細く長い繋がり」の重要性を

認識した。

　一方、先を見通して計画的に動くこともまた、この間の避難所運営や学校運営におい

ては重要であったと相模校長は述べている。校長が学校の行事予定からその準備に必要

な時間を逆算し、それを受けて副校長がそのために必要な避難所運営にかかる業務量や

時間等を予測するといった連携をとり、計画的に物事が進んでいったこともまた大き

かった。「内部のキーパーソンは 1 人ではダメ」ということもまた校長は痛感したという。

長期的なビジョンで物事を進めるにあたり、内部の人間が細かな共通理解をもつことも

また重要であったとのことである。

　相模校長の「何事にも笑顔で」という姿勢もまた、宮古小学校の震災対応を支えた大

きな要素の 1 つであった。教職員の中には宮古市外に暮らしていて、津波で家が流され

家族が犠牲になった職員も存在していた。そして相模校長もその中の 1 人である。しか

し、相模校長は常に目の前の現実と向き合い、その現実を受け止めながら絶えず前を向

き続けてきた。相模校長は地震発生以降、毎日の学校での出来事とその中での自分の思

いを著した膨大な記録を残しているが、それを書くことによって自分の中で整理をつけ

ることができ、大きかったとのことである。そんな校長の様子について、副校長は「無

理をしながらやっているのではないかと、ずっと心配だった。」と当時を振り返ってい

るが、自分の中で一つひとつ物事と向き合いながら常に明るく過ごしている校長と語り

合っていると、感じるものは少なくなかったそうである。

おわりに
　避難者を組織化することで円滑化された避難所運営と、その背後で避難所運営を支え

た多くの「外からの支援」のあったこと、長期的なビジョンを持ち、状況の変化に対応

しつつ PDS を回したこと、そして前向きに取り組むことの重要性を確認することがで

きた。

　震災後、学校に避難した住民からは「感謝している」という声が盛んに聞かれるよう
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になり、街で声をかけられる機会も従前より格段に増えたとのことであった。今回の震

災と、その中での避難所運営は「地域の人に学校の中を見てもらう機会」になったと、

相模校長も川上副校長も振り返っている。

　現在、学校としては避難場所の見直しや保護者が迎えに来たときの引き渡し原則の見

直しなど、今回の経験を振り返っての震災対応見直しが検討されているが、復興を考え

たとき、それは既に学校の手を離れた段階に入りつつあると相模校長は述べている。大

人は子どもに「安心できる環境」を与えられているか。保護者の働く場所の確保といっ

た、子どもを支える大人に関する環境整備の問題が、これからの復興の中心的な課題に

なるであろうとのことであった。「色々、積極的にやってきました。『この震災があった

から足踏みしようぜ』というのはやめよう、と。これがあったからこそ一歩踏み出して、

積極的な取り組みをしていくことで本当は幸せになれるんじゃないかなって。そういう

思いだけは忘れないようにしようと思っています。」と、これまでの日々を振り返って

相模校長は述べている。
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（6）宮城県多賀城市教育委員会と学校

はじめに
　多賀城市の学校再開への歩みは、多賀城市教育委員会（以下、市教委とする）が学校

再開に向けて主導性（イニシアチブ）を発揮したことに特徴がある。多賀城市の人口は

約 6 万人、市立小学校 6 校、市立中学校 4 校である。

資料 1 多賀城市における被害状況概要

資料 2　多賀城市における避難状況概要

＊多賀城市ホームページ被災情報資料（平成 24 年 3 月 9 日現在）を基に作成
　（http://www.city.tagajo.miyagi.jp/saigai/sa-hisaizyouhou_gaiyou.pdf）
　（平成 24 年 3 月 20 日同ホームページより取得）

＊多賀城市ホームページ被災情報資料（平成 24 年 3 月 9 日現在）を基に作成
　（http://www.city.tagajo.miyagi.jp/saigai/sa-hisaizyouhou_gaiyou.pdf）
　（平成 24 年 3 月 20 日同ホームページより取得）

津波の高さ 仙台港：約 7m、市内：約 4.6m

浸水面積 約 662ha（市域の約 33.7%）

人的被害 市内での死者数：188 人、行方不明者：1 人

住家被害 全壊：1737 世帯、大規模半壊：1626 世帯、半壊：2004 世帯、一部損壊：
5876 世帯（計 11243 世帯）

期日 避難所数 避難者数 避難所担当職員数
（内応援自治体等職員数）

平成 23 年 3 月 11 日 39 箇所 12000 人以上 ―

3 月 15 日 28 箇所 10274 人　　 113 人（ ０人）

4 月 10 日 4 箇所 1244 人　　 116 人（66 人）

5 月 31 日 4 箇所 729 人　　 104 人（54 人）

8 月 31 日 1 箇所 60 人　　 14 人（ ０人）

9 月 30 日 避難所閉鎖
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　まず被災直後の学校の状況（3 月 11 日及び 12 日）、市教委により開催された「連絡会」

（3 月 15 日～）、市教委から提案された『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』（3

月 23 日）について記す。このプログラムの作成と提案に市教委の主導性が中心的に示

されている。続いて、「臨時全体研修会」（4 月 6 日）、「学習支援日」（4 月 7 日～）、「学

校再開」（4 月 21 日）、国際 NGO との連携、そして「学校再開」のその後について記述

する。

　なお、この記述は平成 23 年 10 月から 11 月にかけて 3 回実施したインタビュー調査（合

計 7 名）に基づいている。多賀城市教育委員会学校教育課の佐々木清光課長、中
ちゅうばち

鉢裕副

理事（平成 22 年度当時多賀城中学校教頭、在校 2 年目）（以上 10 月 18 日インタビュー

調査実施）、多賀城八幡小学校の小関俊昭教頭（在校 1 年目）、多賀城東小学校の青沼亘

教諭（在校 8 年目）、高崎中学校の眞
ま や ま

山晴夫校長（在校 2 年目、多賀城市校長会長、宮

城県中学校校長会総務部長）（以上 11 月 1 日インタビュー調査実施）、多賀城中学校の

引
ひ き ち

地弘行主幹教諭（在校 3 年目）、多賀城小学校の星ゆり養護教諭（在校 3 年目）（以上

11 月 2 日インタビュー調査実施）の 7 名の方々にご協力を頂き、学校再開までの歩み

を伺った。

資料 3　多賀城市域における津波による浸水地域と調査校の所在

＊多賀城市ホームページ被災情報資料を基に作成（色濃い箇所が津波の浸水地域）
　（http://www.city.tagajo.miyagi.jp/saigai/sa-hisaizyouhou_sinsui.pdf）
　（平成 24 年 3 月 20 日同ホームページより取得）

多賀城八幡小

多賀城東小

多賀城小

多賀城中

多賀城市役所

高崎中
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１．被災直後の学校の状況
　3 月 11 日 14 時 46 分に起きた地震とその後に押し寄せた津波は、それぞれの学校に

多岐に渡る課題を突きつけた。地震直後には雪が降り始めていた。

（１）多賀城八幡小学校
　多賀城八幡小学校（児童数 830 人、職員数 39 人、平成 22 年度学校基本調査）は、

学区内のほぼ全域が浸水し、3 月 11 日のうちに 360 名を超える避難者を受け入れた。

しかし、校庭にまで津波が押し寄せていたことから、翌 12 日には自衛隊の協力を得

ながら、避難者を付近にある東北学院大学、母子センター、多賀城市体育館の避難所

へと分散して移動し、多賀城八幡小学校の避難所は閉所となった。

（２）多賀城東小学校
　多賀城東小学校（児童数 503 人、職員数 29 人、平成 22 年度学校基本調査）は、学

区内に津波が押し寄せ、住居や建物は全壊・大規模半壊の被害を受けた。校舎の廊下

には砂埃が舞い、体育館の外壁の一部は地震により剥がれ落ちた。被災の状況を知る

すべがないまま、校庭は次々と車で避難してくる人々で溢れた。

（３）高崎中学校
　高崎中学校（生徒数 606 人、職員数 38 人、平成 22 年度学校基本調査）は高台に位

置していたため、津波による校舎の被害はなく、避難する人々で溢れた。地域の被災

状況はまったくわからないままだったが、1,366 名の避難者を受け入れ、3 月 11 日に

避難所を開設した。校舎 2 階、3 階の教室と体育館を避難者に開放し、帰れないこと

を覚悟した眞山晴夫校長はハンドマイクを手にし、「建物は安全です。」「区長、町内

会長、有志のボランティアは校長室に来て下さい。」と呼びかけ、駆けつけた市職員

を班長として避難所運営のための話し合いを始めた。

写真 1　多賀城市役所 1 階ロビーの様子

＊市役所 1 階ロビーでは地震発生当初の市内の映像が公開されている。
下方の地図は多賀城市の市域。色濃い箇所が津波の浸水地域（市域の約 33.7％）。

（現地訪問時に撮影：平成 23 年 11月1日）
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（４）多賀城中学校
　多賀城中学校（生徒数 518 人、職員数 36 人、平成 22 年度学校基本調査）では 3 月

11 日の夜、2㎞離れた石油化学コンビナートでの大火災（21 時 57 分、JX 日鉱日石エ

ネルギー株式会社仙台製油所）により、校舎のガラス扉が音を立てて震えた。この火

災はその後も 5 日間燃え続けた（3 月 15 日 14 時 30 分に鎮火）。多賀城中学校では避

難者を近くの高台にある天真小学校（児童数 430 人、職員数 21 人、平成 22 年度学校

基本調査）へ移動させたが、その後、天真小学校は避難者で溢れ返ったため、多賀城

中学校は再度避難者を受け入れることになる。さらに、1 階が冠水した仙塩総合病院

等からの避難者も受け入れることになる。その後も、余震と津波の警報は繰り返され、

多賀城中学校の避難者は幾度となく避難所の移動を余儀なくされている。3 月 15 日

には、自衛隊多賀城駐屯地からの避難者を受け入れる等、避難者は一時 400 名を越えた。

（５）多賀城小学校
　多賀城小学校（児童数 830 人、職員数 39 人、平成 22 年度学校基本調査）は高台に

位置していたため、発災当日 400 名を超える避難者を抱え、3 月 12 日には保健室が

校医の協力を得て臨時の診療所としての機能を果たした。

２．学校訪問および「連絡会」の設置（3 月 12 日〜 14 日）
　3 月 12 日の早朝 6 時、多賀城市教育委員会学校教育課の佐々木清光課長は、一つ目

の学校を訪れた。2 日間で市内の全ての小中学校（10 校）を歩いて訪問し、震災直後の

学校の状況を直接確かめた。市教委の到着に、思わず感極まった校長もいたという。3

月 13 日現在、市内小中学校の児童生徒の避難者数は 4,059 人（全在籍者数 4,978 人の

81.5％）を数えている。

　市教委の各学校への個別訪問により、①「児童・生徒の安否確認を行うこと」、②「3

月 16 日（水）まで学校は臨時休業とすること」、③「安否確認と臨時休業についての掲

示を出すこと」が伝えられた。

　多賀城中学校の引地弘行主幹教諭は、3 月 12 日の昼に連絡員として市教委を訪れた。

第二中学校（生徒数 413 人、職員数 27 人、平成 22 年度学校基本調査）の教頭も連絡員

として市教委を訪れていた。引地主幹教諭は、多賀城中学校の体育館への避難者が 100

名を超えていることを伝えるとともに、発電機や灯光が必要であることを市教委に要請

した。電気が通じない中、17 時を過ぎれば暗くなり、避難者が不安になり危険であった。

　3 月 12 日と 13 日にかけて行われた市教委による各学校への個別訪問や、各学校から

の市教委への訪問を踏まえ、市教委は、全校長が市教委に集う「連絡会」を定期的に開

催することを決めた。

　この「連絡会」は 3 月 15 日から一日に 2 回、10 時と 15 時に開催した。ライフライ

ンが寸断される状況の中、全校長が、様々な情報と課題を持ち寄った。交通手段が停止

する状況下、多くの校長たちは徒歩で市役所に集った。
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　全学校が避難所運営に携わっていたため、校長を集める「連絡会」は、被災を前に山

積する問題に対して、迅速な決断と行動を生み出す機能を果たした。

　当時多賀城中学校の教頭であった多賀城市教育委員会学校教育課の中鉢裕副理事は、

他校の状況についての情報を得る手段がない中、現状を確認し合い、今後の対応を話し

合う場があることが心強かったと語る。

　佐々木課長は、「連絡会」の開催に関わって、校長は「グループ」であることを強調する。

ライフラインが寸断されている中、校長の連帯（校長会における協働の関係）が必要と

された。

３．「連絡会」の開催
　（1）3 月 15 〜 17 日

　3 月 15 日、第一回の「連絡会」が開催された。佐々木課長から『今後の対応に係

る留意事項（私案）』が提起される。この提起には、授業時数など履修事項の確保、

心のケア、年度末・年度初めの各種行事、卒業式についての留意事項等が示された。

確認事項には、「『給水』『炊き出し』『入浴』施設を自衛隊に要請」や「避難者数、対

面ができていない児童生徒数の確認」等が挙げられている。（資料 4 参照）。

　3 月 16 日の「連絡会」では『学校避難所における学校職員の協力について（要請）』が、

市教育長から小中学校長宛に示された。そこには、「市内避難所 14 カ所、避難者 1 万

人前後（3/15、7 時現在）であり、かつて経験したことのない状況が今度も同様に続

くと予想され」るとして、「今後当
、 、 、 、

分の間、市職員とともに避難者を支援する職員（サ

ポーター）の配置」（強調は引用者）が教職員に向けて要請された。

資料 4　実際の連絡会資料の一例（3 月15 日 15 時の連絡会資料）

＊現地訪問時に多賀城市教育委員会（佐々木課長）より提供
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　3 月 17 日の「連絡会」では、前日の 16 日に要請された教職員の協力を、「特例的

に緊急の防災業務（避難所運営の支援等）に該当させる」とする旨が、宮城県教委へ

の確認をもって市教委から通達される。3 月 17 日はいまだ「水道：現段階では見通

しを話せる状況でない」（連絡会資料）中、3 月 11 日から続く教職員による避難所運

営に対して、市教委としての一つの回答（「緊急の防災業務」であること）が示された。

すなわち、被災状況がもたらす非日常的な活動において、初めて教職員の仕事の意味

が明確にされた。

　避難所運営への教職員の協力の意味が緊急の業務として明確にされることで、教職

員は本来の業務にも取り組みやすくなったという。中鉢副理事は、クラス担任教師が

避難所の生徒のことに注意を傾け、必要な校務に取り組みやすくなったことを挙げて

いる。

　また、多賀城小学校の星ゆり養護教諭は、避難所運営の主体が円滑に移行していっ

た（教職員から市職員へと「マイクがスムーズに離れていった」）と振り返っている。

教職員が学校本来の業務である教育活動、すなわち教職員が携わるべき年度末の業務

（通知表や指導要録の作成、新年度への引き継ぎの準備、新年度の学級編成等）に取

り組む体制が整い始めた。

　高崎中学校の眞山校長も「学校は教育をつかさどる場所」であるという認識を強調

する。多賀城市内の避難所運営を市職員が担当できたからこそ、震災後の早期でも、

学校が果たすべき教育活動への責務を担える状況が整い始めた。

　多賀城中学校の引地主幹教諭は、避難所運営を担う市職員と教職員との協議や連絡

の窓口としての役割を担った。引地主幹教諭は、教職員が、学校本来の業務と避難

所運営の「支援」とを同時進行させたことを振り返る。3 月 18 日 15 時には、多賀城

中学校に開設された避難所の 8 つのエリア（体育館、武道館、6 つの教室）における、

①避難者の安否確認の問い合わせを引き受ける「受付」係、②避難所での配食等を手

伝う「増員」の仕事を割り当てる教職員のシフト表が作成された。

　（2）3 月 18 日〜 20 日
　3 月 18 日、保護者向けに『小学校「卒業式」及び小中学校「修了式」について（お

知らせとお願い）』が市教委より示された。3 月 23 日を普通登校とし、3 月 24 日を小

学校卒業式及び小中学校修了式とする旨が伝えられた。県教委との連携を踏まえ市教

委は、この 3 月 23・24 の両日に学校行事を開催することとした。これら学校行事の

開催は学校再開に向けた象徴的な意味を帯びている。

　さらに、「新学期は 4 月 21 日（木）を予定」していることも伝えられた。こうした

卒業式・修了式・新学期についての通達は、各学校や避難所に張り出された。3 月 18

日はいまだ水道は復旧しておらず、「学校プールの水をトイレの水に開放する」（連絡

会資料）ことが伝えられる等、被災状況は依然として厳しい状況にある。

　3 月 19 日、小学校卒業式への市教委からの参列者が示された。例年であれば市議
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会議員も参列するが、3 月 24 日の卒業式・修了式には「市教委から一人ずつ参列す

ること」が伝えられた（連絡会資料）。

　卒業式・修了式の開催にかかわって佐々木課長は、「多賀城市は一つ」であるとい

う認識を強調する。学校ごとに異なる対応をしないこととし、被災時対応を「一つ」

の方針（方向性）によって進めることとした。「多賀城市は一つ」は「連絡会」の開

催を通して辿り着いた一つの「合言葉」（佐々木課長）であった。

　3 月 19 日には市内の小中学校の児童・生徒の 4,978 人全員の無事が確認された。

　3 月 20 日の「連絡会」では、情報共有事項として、「避難人口 6,800 名（推定）」や

避難所の食事として「つゆ、汁物の要望が多い」といったことが連絡されている（連

絡会資料）。また、中学校部活動については「当分の間、正式な活動の再開はできな

いが、例えば、部活動単位でボランティア等の活動後に、短時間、避難の子どもたち

と一緒にレクリエーションを行うような形態であれば可能であると考える。」「吹奏楽

部は難しいと考える。」（連絡会資料）等と、統一した対応が指示されている。このよ

うに、各学校から子どもたちの学校での活動を回復させることに関わる問い合わせや

要請が出始めた。

４．『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』の提案（3 月 23 日）
　（1）『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』の作成

　3 月 21 日の「連絡会」において次の 2 点が示された。

　第 1 は「臨時全体研修会」（4 月 6 日）の開催である。市教委は『子どもたちのケア』

について教職員及び保護者を対象に全体研修会を開催することを決めた。

　第 2 は、市教委による『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』（以下、『学校

再開支援プログラム』とする）の策定である。3 月 21 日の連絡会資料には「市教委

学校再開支援プログラム（行程表）作
、 、 、

成中」「校長会と練りあう中で、提示していく」

（強調は引用者）とある。

　『学校再開支援プログラム』の作成について佐々木課長は、「市内すべての学校に学

校再開に向けて同じ目標を持ってもらうこと、そしてそれを励みにしてもらう、拠り

所にしてもらうこと」を意図していたという。中鉢副理事も、「目標を示すことや日

常を取り戻す必要性があった」と振り返っている。眞山校長は、4 月に人事異動が行

われることが決定していた宮城県において、新年度に新しい職員を迎えるそれぞれの

学校においても、「いつから何をどうすればいいのか」を示した『学校再開支援プロ

グラム』が学校再開に向けた「目標設定」を可能にすることを期待していたと当時を

振り返っている。

　（2）『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』（3 月 23 日）の特徴
①行程表としての『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』

　『学校再開支援プログラム』を特徴づけているのは、第 1 に、「行程表」とあるように、
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すでに 3 月 18 日の時点で示されていた新学期の開始（学校の正式再開）日である 4

月 21 日に向けた時間軸上の道のりを示している点にある。『学校再開支援プログラム』

は、3 月 27 日から 4 月 30 日までを次の 4 つの段階に区分している（資料 5、中央右

寄りの「段階」の項目を参照）。

[1]「状況把握」＝ 3 月 27 日～ 3 月 31 日、
[2]「状況把握・課題確認・障害撤去」＝ 4 月 1 日～ 4 月 10 日、
[3]「日常化　登校日を設けた指導」＝ 4 月 11 日～ 4 月 20 日、
[4]「安定化　新年度開始」＝ 4 月 21 日～ 4 月 30 日

　[1]と[2]の間には、4月1日の「辞令交付」がある。[2]と[3] の間には、4月11日の「着任・

披露式」及び「登校日」が、そして、[3] と [4] の間は 4 月 21 日の「学校の正式再開日（始

業式・入学式）」がある。このように『学校再開支援プログラム』は、学校再開日に

向けた日程を段階的に示している。

　『学校再開支援プログラム』について中鉢副理事は、多賀城市として「一本の筋を

通してもらった」「一つの方針を出してもらった」と意味づけている。

　当時は、3 月 19 日に市内のすべての児童・生徒の無事が確認され、「子どもたち同

士の活動が必要だ」と感じ始めていたという。特に、通常の 3 月下旬であれば行われ

る中学校の部活動がないことで、生徒たちが、一人で家や避難所に閉じこもり、ます

ます心の安定が危うくなってしまうのではないかと懸念していた。『学校再開支援プ

ログラム』は、部活動の再開に向けての行程表としても位置づけられた。すなわち、

生徒たちが集い、顔を合わせて話ができる場が準備され、気持ちが落ち着くことを実

現するための行程表としても役立った。中鉢副理事は、生徒たちが集う機会が準備さ

れることで、「学校復帰への第一歩になった」と振り返っている。

　さらに、中鉢副理事は、新学期の開始が 4 月 21 日であると示され、学級編成等の

新学期の準備や前年度の整理を進めることが促されたともいう（資料 6 参照）。

　多賀城東小学校の青沼亘教諭（教務主任）は、「当時は先が見えない中、子どもた

ちをどう集めるのか、子どもたちは学校に集められる状況なのかという思いもあり、

その時は（『学校再開支援プログラム』の実行を）難しく感じていた。」という。しか

し、「今振り返れば、その通りやるというのは大変だったけれども、早くに再開しま

すよと言われたので、そのための準備ができた。」という。青沼教諭は、「学校再開と

いうスタートの日時が決まったから、やらなければならないことばかりであったけれ

ども、順序立てて進められた。」「地域の状況に合わせながら、『学習支援日』を設定

する等、子どもたちを迎えられる準備を、『学校再開』に向けた計画を立てて進める

ことができた。」と振り返っている。
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②復旧活動を加速させる『多賀城市小・中学校　再開支援プログラム』

　第 2 の特徴は、『学校再開支援プログラム』が、学校再開に向けた様々な復旧活動

を加速させたことである。『学校再開支援プログラム』が、「どのような業務が、いつ

までに、どこまで準備される必要があるのか」を示したことで、学校再開に向けた準

備が明確になった。

資料 5　『多賀城市立小・中学校　再開支援プログラム』（3 月 23 日提案）

＊現地訪問時に多賀城市教育委員会（佐々木課長）より提供
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　高崎中学校の眞山校長は、「教室が使えない状況にあることや、遠くに避難してい

る子どもたちがいること等、具体的な課題は確かにたくさんあったけれども、『学校

再開支援プログラム』がきちんと提示されることで、学校を教育の場として機能させ

るための見通しを持つことができた」と振り返っている。

　例えば、『学校再開支援プログラム』には「再開するために整備する環境」として、

「１. 普通教室、特別教室（体
、 、 、 、 、 、 、 、 、

育館・武道場除く）が使える環境」「２. 校庭が朝会（集

会含む）や体育の授業に使える環境」「３. 職員が出勤できる環境」（強調は引用者）

が示されている。つまり、普通教室を避難所として使用していた避難者の移動を伴う、

学校再開に向けた活動を必要とすることを意味する。

　3 月 23 日の時点で一ヶ月後の学校再開を見据えた『学校再開支援プログラム』の

提案は、佐々木課長自身においても「すべてがスムーズにいくとはみてなかった」と

語っており、　3 月 23 日の「連絡会」では疑問の声も上がっていた。眞山校長も、「こ

んなに早く」という反応が当時あったことを振り返っている。翌 3 月 24 日に控えた

卒業式が、通常行われる体育館ではなく、音楽室や多目的ホール等で行われ、修了式

が学校放送によって進めるしかない状況であった。

　ただし、3 月 22 日の登校率は、小学校で 87.0%、中学校で 90.0%（合わせて 4,368

人の登校）であった。県外へ避難した者もいたことを踏まえれば、およそ 9 割の子ど

もたちが登校していることは、子どもたちにとって学校に集えることへの期待が示さ

れている。

　この『学校再開支援プログラム』は、一般行政との連携を促進し、学校体育館に開

設された避難所を、市内の 3 カ所の避難所（文化センター・総合体育館・山王公民館）

に集約することを円滑に進めることとなった。

　眞山校長は、『学校再開支援プログラム』が、多賀城市の災害対策本部に対して学

校再開に向けた強いメッセージを送ることとなったと振り返っている。「『学校は再開

資料 6　各学校避難所の掲示物の一例（「学校再開」の日時を伝えている）

＊現地訪問時に多賀城市教育委員会（佐々木課長）より提供
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に向けてこういうことを計画していますよ』と周知することによって関連部局が動き

出した」と振り返る。眞山校長は、学校再開に向けた市の一般行政部局（水道、電気、

避難所運営等）の一つひとつが役割を発揮できるような契機となったのではないかと

振り返る。

　そして、『学校再開支援プログラム』が示す行程どおりに、4 月 21 日に市内全ての

学校において新学期が開始された。

５．「臨時全体研修会」の開催（4 月 6 日）　
　4 月 6 日の「臨時全体研修会」には市内の小中学校の教師約 300 人が集まり、臨床心

理士である山形大学の上山真知子教授と、公益財団法人プラン・ジャパン（途上国の子

どもたちとともに地域開発を進める国際 NGO プランの一員）のウニ・クリシュナン医

師（ハイチ大震災における子どもたちの心のケア等の支援を経験）が講師として参加した。

　この研修会は、心のケアが必要とされる子どもたちに最前線で接する学校の教師に、

学校再開に向けて、「どのように、児童生徒の心を汲み取り、どのような姿勢で児童生

徒に接する必要があるかを、児童生徒が登校前に、学習（研鑽）する必要がある」（『学

校再開支援プログラム』）として開催された研修である。

　（1）「緊急教員研修会」の開催（3 月 19 日）
　まず、この「臨時全体研修会」（4 月 6 日）の開催に至るまでの経緯について記す。

3 月 17 日頃、山形大学の上山教授が市教委の佐々木課長のもとを訪れた（上山教授は、

佐々木課長が塩竈市内の学校の教員を務めていた時のスクール・カウンセラーであり、

多賀城市在住である）。そして佐々木課長は、上山教授と国際 NGO プラン・ジャパン（3

月 14 日・15 日に多賀城市教委を訪れていた）との協働により、3 月 19 日に、市内の

各学校から 2 ～ 3 名の教師たちを集め（計 30 名程度）、子どもたちの心のケアについ

ての緊急の研修を行うことを決めた。この緊急の研修が 3 月 23 日の普通登校日を前

にした「緊急教員研修会」である（写真 2 参照）。

　「緊急教員研修会」に参加した多賀城東小学校の青沼教諭は、地震や津波を経験し

た子どもたちに「どう接していいのか、どう接すればいいのか、普段通りでいいのか」

と教職員同士で案じていたという。避難した時に、わんわんと涙を流して泣けた子も

いれば、怖い思いを溜め込んでいる子もいるのではないかと案じていたという。この

研修会において青沼教諭は、「とにかく子どもたちの話を聞いてあげて下さい」とい

うメッセージを受け取ったという。青沼教諭は、「とにかく、子どもの傍を離れない

で、いつも以上に耳を傾けて欲しい」「口に出すことで心の負担が軽くなることもある」

「『うんうん』と子どもの傍にいて話を聞いてあげよう」という指針を、多賀城東小学

校の同僚の教職員に伝えたという。

　多賀城中学校の引地主幹教諭もまたこの研修会に参加し、その直後に養護教諭と生

徒指導担当の教員と話し合いの場をもち、『各学級での声のかけ方について』という
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資料を作成し、多賀城中学校の教職員に配布し周知した。多賀城中学校の教職員たち

もまた、生徒の全員の無事が確認されたけれども、子どもたちは元気でいるのかと案

じ続けていたという。そこで引地主幹教諭は、「子どもたちに言わなければいけない

ことは何か、言ってはいけないことは何か」について、教職員の間での共通の理解を

はかることに努めた。

　地震や津波の被害を受け、避難所での生活を経験している子どもたちに対して、特

別に心のケアが必要であることは、広く教師たちの間での問題意識として共有されて

いた。多賀城八幡小学校の小関俊昭教頭もまた、子どもたちに対する心のケアが必要

であると考えていたという。

　多賀城小学校の星養護教諭も、関係する教職員とともに『子どもたちを見守って下

さい』（教育相談部、3 月 22 日）という資料をまとめ、教職員に配布し注意を喚起し

た。その資料には、「あせらなくていいんだよ」「子どもたちが家のお手伝いをするこ

と」「教師が子どもたちと遊ぶこと」「歌を歌うこと」といった具体的な活動を提示し

た。その内容は、その後の教職員の間でも繰り返し話題にされたという。

　（2）「臨時全体研修会」の開催（4 月 6 日）
　「臨時全体研修会」は、市内約 300 人の教職員が集まり、上山教授とクリシュナン

医師の要望により、講義型の研修ではなく、参加者によるワークショップを中心とす

る研修となった（写真 3 参照）。ワークショップは、「危機を乗り越えるための心の力

を育てましょう」を主題とし、「1） ペアになって、お互いの話を聞いてみましょう、2） 

リラックスの方法を、グループで出し合ってみましょう、3） 振り返り　話し合いで、

役に立ったことはありましたか？」という 3 つの話し合いの活動によって構成された。

　「臨時全体研修会」について佐々木課長は、「連絡会」の開催によって校長同士の交

流は続けられてきたが、教師たちはそれまで学校を超えて震災について交流する機会

写真 2　「緊急教員研修会」の様子（3 月19 日、多賀城市教育委員会会議室）

＊写真は国際 NGO プラン・ジャパンのホームページより（http://www.plan-japan.org/topics/
news/110315jishin/110320/）（平成 23 年 10 月 20 日に同ホームページより取得）。

　左の写真は「緊急教員研修会」全体の様子。右の写真左がクリシュナン医師、右が上山教授。
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は少なく、ワークショップでの教師たちの話し合いの活動は、時間を忘れて熱心に話

し合う姿で溢れたという。中鉢副理事もまた、参加した教師たちが震災についての情

報や、被災状況や避難所運営について話し合い、それぞれの経験を共有する姿があっ

たことや、教師たちが話し合いを進めるうちに、さらに具体的な経験についての語り

が滾々と湧き出る様も印象的であったと振り返っている。

　多賀城八幡小学校の小関教頭は、「臨時全体研修会」において議論したことを、学

校に戻ってからも教職員の間で何度も話し合ったと振り返っている。「臨時全体研修

会」では、「一種のノウハウを学んだというよりも、子どもたちがどういう状況下に

あり、それを踏まえ、教職員が子どもたちに対してどう対応するのか、その際の心構

えを学ぶ機会となった」という。また、「学習支援日」（多賀城八幡小学校は 4 月 12

日から 15 日までの 4 日間）について、小関教頭は、「勉強の時間として設定するより

も、何よりも子どもたち同士が顔を合わせて話をすることや、ゲームをして楽しんだ

り、教室の掃除を教師と子どもたちが一緒に行うことを中心とする、という見通しが

立った」という。

　さらに、4 月 12 日からの「学習支援日」に先立って、避難所で生活する子どもた

ちが多い多賀城八幡小学校では、教師たちが避難所を回って子どもたちと直接会って

話をする機会を増やすことにした。教師たちは子どもたちのために尽力しようとして

いたので、「臨時全体研修会」を踏まえた教職員での話し合いを通して、避難所を回っ

て子どもたちと直接会う機会を増やすという具体的な行動が促された。

　多賀城小学校の星養護教諭は、「臨時全体研修会」が、震災後の子どもたちの心の

ケアについて、「改めてそれでいいんだ」と「まずやらなければならないこと」を再

確認する機会となったと振り返っている。さらに星養護教諭は、市内の教職員が一堂

に会した機会は、顔を知る他の教師たちと「ああ、元気だったの？」と声を掛け合う

機会にもなったという。3 月 11 日からのおよそ一ヶ月間奔走し続けてきた教師たち

にとって束の間の「リフレッシュ」の機会にもなった。さらに、教師たち自身も地震

と津波の被災者であること、すなわち「自分もそうだし、他の先生方もそうだよね」と、

子どもたちのケアをする者に対するケアに目を向ける機会となった。

　子どもたちの心のケアをする教師たちのケアという視点に関わって、「緊急教員研

修会」及び「臨時全体研修会」の開催に携わった国際 NGO プラン・ジャパンでは、「教

員の回復力を高めること」を意図していたという。被災後の心理的ケアは一般的には、

心理的ケアの専門家とそのサービスを必要とするクライアントの関係を指すことが多

いが、そうした深刻な事態に至らぬように、その手前で心理的ケアに従事する層（学

校教師）の回復力（困難と向き合っても自律的にそれを跳ね返していく力）を充実さ

せることが意図されていた（「プラン・ジャパン東日本大震災支援報告会」（10 月 5 日）

より）。
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６．「学習支援日」（4 月 7 日～）から「学校再開」（4 月 21 日）へ
　『学校再開支援プログラム』では、各学校の状況に応じて「学習支援日」を設け、「学

校再開」（4 月 21 日）に向けた準備を進めることが提起された。「学習支援日」は、3 校

が 4 月 7 日から、さらに 1 校が 4 月 8 日から、そして 4 月 12 日からは市内 10 の全ての

小中学校において開催された。

　多賀城八幡小学校では、4 月 12 日から 4 月 15 日までの 4 日間の「学習支援日」を設

定した。多賀城八幡小学校では、学区のほぼ全域が津波によって浸水したことから、多

くの子どもたちが避難所での生活を送っており、子どもたちの通学路を確保することが

課題となっていた。そして、4 日間の「学習支援日」は、1 日 2 時間ずつとし、1 学年

2 学級の規模を生かして、学年ごとの活動に取り組んだ。多賀城八幡小学校では、子ど

もたち同士が顔を合わせて話をすること、「誰々ちゃん、無事だったね、元気だったね」

と声を掛け合う中で、子どもたちの心が安らぐことをまずもって重視した。「学習支援日」

の 4 日間を振り返り多賀城八幡小学校の小関教頭は、「思っていた以上に子どもたちが

学校に来た」「子どもたちの表情はそんなに曇ってはいなかったし、『学習支援日』をやっ

て良かった」と振り返っている。しかし、「学習支援日」の学校での活動を終えた子ど

もたちが、それぞれの避難所の生活に戻っていくことで、「心が痛んでしまうのではな

いか」「楽しい学校とのジレンマを抱えてしまうのではないか」と案じてもいたという。

　多賀城東小学校では、4 月 12 日から 4 月 14 日の 3 日間を「学習支援日」として設定した。

「緊急教員研修会」や「臨時全体研修会」を踏まえ、「子どもの傍を離れずに、いつも以

上に子どもたちに耳を傾けること」を教職員の間で意識することを確認したと青沼教諭

はいう。9 時から 9 時 45 分を学習（復習）にあて、10 時から 10 時 45 分を歌・読み聞

かせ・ゲーム等の子どもたちが楽しいと感じる活動にあてる午前中の 2 時間を準備した。

具体的な内容については各学年に応じたものとし、学級や学年を単位として「学習支援

写真 3　「臨時全体研修会」の様子（4 月 6 日、山王小学校体育館）

＊写真は国際 NGO プラン・ジャパンのホームページより
　（http://www.plan-japan.org/topics/news/110315jishin/110411/）
　（平成 23 年 11月 6 日に同ホームページより取得）。
　教員 8 人前後の小グループによる経験の語り合いが行われた。
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日」の活動を行った。多賀城東小学校でも、「学習支援日」に子どもたちを迎えるため

の準備として、特に通学路の確保が課題となったという。そこで、教職員が事前に通学

路を回り、危険箇所を把握し、通学の時間帯には教職員が立って子どもたちを迎える場

所を決定するといった準備を進めた。

　新 1 年生も「学習支援日」に迎え入れた高崎中学校では、3 つの小学校からの新 1 年

生を私服で迎え、50 音順で分けた仮の学級に割り振り、「学校再開」に向けた準備を進

めた。眞山校長は特に、異なる 3 つの小学校から進学する新 1 年生に対して、子どもた

ち同士の「人間関係をほぐす」ことに気を配り、プロジェクト・アドベンチャー（野外

活動を中心とした体験学習プログラム）の手法を取り入れたり、作品を制作する活動等

を組み入れたりしたという。これらは、子どもたちの「人間関係をほぐす」ことで、「日

常を取り戻すこと」を意図していたという。その後も新 1 年生では、例年に比べて欠席

がほとんどない状況が続いていると振り返っている。新 2 年生、新 3 年生では、3 月中

に授業が実施できなかったことを踏まえ、「学習支援日」において実施できる授業は行っ

たという。ただし、校舎の水道が十分に使用できないことや、弁当を準備することがで

きないこと等から、高崎中学校もまた午前中にだけに限った「学習支援日」とした。

　多賀城中学校では、4 月 8 日から 4 日間の「学習支援日」を設定した。子どもたちに

とって、学校に登校することが日常生活を取り戻すために必要であると考えたからであ

る。しかし、4 月 7 日の 23 時 32 分に起きた余震（最大震度 6 強）により、予定してい

た 4 月 8 日の「学習支援日」は取りやめることを余儀なくされた。多賀城中学校の引地

主幹教諭は、「学習支援日」を学習・奉仕活動日として、通常の教科学習に加え、入学

式の準備や学校内の清掃活動等にあてた。引地主幹教諭は、「学習支援日」を、今まで

子どもたちが歩んできた学校生活を取り戻すために行ったと振り返っている。

　多賀城小学校では「学習支援日」として、4 月 11 日の「着任・披露式」を経た後の 4

月 12 日・13 日・14 日・18 日・19 日・20 日の 6 日間をあてている。新 2 年生から新 6

年生を対象とし、トイレや水が十分に使えないことや、給食が再開されていないことか

ら、4 月 12 日・13 日・14 日の 3 日間は一日 3 時間、4 月 18 日・19 日・20 日の 3 日間

は 2 時間をあてた。多賀城小学校では 4 月 21 日の「学校再開」の前日まで「学習支援日」

を設定した。そして、新年度の人事異動が行われていることを踏まえ、なるべく 3 月ま

でに関係を築いてきた子どもたちの関係や子どもと教師の関係を基盤にすることを意図

し、「学習支援日」の間は子どもたちの学級は前年度のままとし、引き続き学級担任教

師が勤務している場合には、その担任をあてた。「学習支援日」の間はなるべくそれぞ

れの学級で過ごすこととし、国語や算数といった教科学習やレクリエーション等も盛り

込んだ「学習支援日」を過ごした。多賀城小学校では 4 月 21 日に始まる新年度の担任

発表や新しい学級の発表は「学習支援日」の間は控え、従来からの学級での活動を重視

した。

　多賀城小学校の星養護教諭は、子どもたちが「学習支援日」を過ごすことで、「震災
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を忘れて」「震災を感じずに」学校での日常生活を過ごすことができていたことを振り

返っている。また、様々な事情から「学習支援日」に学校に来られない子どもたちに対

しても、教職員からきめ細かい連絡がなされていたことも振り返る。「学習支援日」に

来られない子どもたちに対して、どのような対応をするのかという決まりごとが特別に

あったわけではない中で、学級担任の教師たちが「自然発生的に」子どもたちへの声か

けを行っていた姿が印象的であったと語っている。

７．国際 NGO（プラン・ジャパン）との連携について
　多賀城市における学校再開への歩みにおいて、公益財団法人プラン・ジャパン（国際

NGO プランの一員）の果たした役割もまた大きい。

　中鉢副理事は、震災後の復旧・復興に向けた取り組みの中で、国際 NGO プラン・ジャ

パンとの連携によって可能となった支援の特徴を「適時性」を持った支援であったこと

を振り返っている。

　また、国際 NGO プラン・ジャパンの側も、海外においては被災後の復旧・復興に向

けた支援の経験は積み重ねてきたものの、国内での復旧・復興活動は初めてであった。

国際 NGO プラン・ジャパンは、多賀城市教委との連携の中で支援活動のモデル作りを

模索していたのである。

　国際 NGO プラン・ジャパンによる支援活動は、「緊急の教員研修会」（3 月 19 日）や

「臨時全体研修会」（4 月 6 日）だけでなく、「被災児童生徒への制服・運動着の提供」（4

月 26 日）や「タクシーによる児童の送迎」（4 月以降）等の支援も行われた。

　「タクシーによる児童の送迎」は、学区に津波による広範囲の浸水の被害を受けた小

学校（多賀城八幡小学校・天真小学校）の児童を対象とした。多賀城八幡小学校の小関

教頭は、学区の状況を把握している市教委と協議し、国際 NGO プラン・ジャパンの支

援を受ける「タクシーによる児童の送迎」が実施された。タクシー会社自体も被災して

いるという困難な状況の中、「タクシーによる送迎は非常に助かった」と小関教頭は振

り返っている。

　多賀城八幡小学校では対象児童 66 名、タクシーのべ 20 台、天真小学校では対象児童

1 名、タクシー 1 台による支援が、1 学期いっぱい継続された。当時、津波の被害を受

けた地域では、多くの住民が避難し、空き家となってしまった箇所も多く、関係者にお

いては不安が募るものであったという。1 学期間の支援を終え、その後もタクシーによ

る送迎を望む声もあったものの、学校と市教委との協議によって、少しずつ自立に向け

て準備を進めることとした。

８. 「学校再開」のその後
　市内全小中学校が 4 月 21 日に学校再開し、5 月 6 日より学校給食が再開された。多

賀城市学校給食センター（多賀城ドリームランチ）もまた地震による被害が甚大であっ
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た。学校給食の再開のために佐々木課長が、4 月 1 日より多賀城市学校給食センター所

長を兼務し、大型調理器具の修理や地盤沈下した各学校の配送箇所のかさ上げ等の応急

処置を市当局に働きかけた。そして市当局の迅速な対応により宮城県内で最も早い 5 月

6 日に学校給食を再開する環境が整った。佐々木課長は、「様々な環境の下に置かれて

いる児童生徒にとって、全員が同じ環境で昼食をともにすることができること」に意義

があるという。学校給食の再開は、学校給食施設再開の見込みが立たない近隣の七ヶ浜

町に対する給食の提供（中学校 2 校）にも結び付いた。

　多賀城小学校では、運動会や修学旅行といった大規模の学校行事を秋に延期し、日常

的な学校の教育活動を行うことを重視した。星養護教諭は、子どもたちが休みがちにな

らず、「しっとりとした」「落ち着いた」「穏やかな」学校生活を送っていると語っている。

　学区内のほぼ全域が津波によって浸水した多賀城八幡小学校では、宮崎県臨床心理士

会からスクール・カウンセラーの派遣を受け入れた。「学校でまた地震が起きたら、マ

マがいないんでしょ」という子どもたちと、そうした子どもたちの言葉を聞く保護者も

また「子どもを学校にやるのが怖い」という不安な心情を吐露しており、そうした姿を

教職員は目の当たりにしている。

　そこで多賀城八幡小学校では、県教委・市教委と連携を取りながら、5 月 10 日～ 6

月 17 日までをⅠ期とし、その後の 1 学期いっぱいをⅡ期、11 月 30 日までをⅢ期とし、

宮崎県臨床心理士会からの派遣を受け入れた。学校の状況に応じて、派遣の頻度を落と

しながら継続されたこの取り組みは、子どもたちや保護者の不安に丁寧に対応すること

や、日常の授業中の子どもたちの様子を継続的に観察することを可能にした。さらに、

派遣されるスクール・カウンセラーのメンバーが固定されていたため、中・長期的に、

子どもたちや保護者の心のケアに従事することが可能になったと小関教頭は振り返って

いる。

　多賀城中学校の引地主幹教諭（当時学年主任）は、組織としての学校における教職員

の活動に関わって次のように振り返っている。「今まで何となく過ごしてきた、学校組

織としての教職員の活動が、明らかになったと思います」「子どもたちの教育のために、

どうすれば様々な課題を解いていけるのか、様々な課題を統合して、学校組織の活動

としてどのようにして焦点を定めていくのか」「47 人の教職員を抱える多賀城中学校は、

一つの学年が小さな学校のようなもので、主任層の教師たちが、ミドル・リーダーとし

ていかに学校が抱える課題をボトム・アップの形で吸い上げていくのか」と、学年主任

を務めた引地主幹教諭の独自の視点から振り返っている。

　多賀城東小学校の青沼教諭（教務主任）は、6 月 4 日の運動会について、当初教職員

の間で、運動会を開催してもいいのかどうかと案じる声や、中学校の総合体育大会とも

日程が重なってしまったこと、昼の弁当を用意することが難しい状況であることを懸念

する声があったという。しかし、子どもたちが元気である姿を、地域の方々にも見ても

らおうという思いで 6 月 4 日の運動会の開催にいたったと語っている。
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　運動会では PTA 会長から「学校の先生方にお礼を言いたい。学校の先生方は、自ら

も被災者であり、それぞれの家族のこともある中で、子どもたちを第一に守って下さっ

た。震災直後は何度も学校に泊まりがけで避難所運営を手伝って下さった。ここに集

まった地域の方々と、子どもたちとともに、学校の先生方にお礼を述べたい。」とあい

さつがあった。そして、教職員に向けて、地域の人々と子どもたちから一斉に、「あり

がとうございました。」と声があがったという。

　青沼教諭は、「この日は、ひとつのけじめになった出来事だった。」「学校と密に連絡

を取っている PTA の役員さんだから、今回の学校での先生方の活動について知ること

になった。」「学校が何をしてきたのかを分かって頂いた。」と振り返っている。

　この運動会を経て、保護者から「いつも通りの運動会をやって頂いて感謝しています。」

「天気の良い屋外で、久しぶりに子どもたちと食事ができました。」「子どもたちの姿を

見て、まだまだ大丈夫なんだと感じました。」などの声が寄せられたという。

おわりに
　多賀城市における学校再開への歩みは、市教委の主導性と、それぞれの学校の主体的

な取り組みによって特徴づけられた。

　市教委は、まず被災直後の学校の状況の把握に努め、3 月 15 日からは市内 10 校全て

の校長が一日に二度集う「連絡会」を開催し、3 月 23 日には『学校再開支援プログラ

ム』を提案した。この『学校再開支援プログラム』は、学校再開への行程表としての役

割を果たし、各種復旧活動を加速させる機能を担った。『学校再開支援プログラム』は、

4 月 6 日の「臨時全体研修会」の開催、4 月 7 日からの「学習支援日」の設定・実施を

呼び掛け、市内の全ての学校が 4 月 21 日の学校再開を迎えることへと導いた。

　各々の学校もまた、『学校再開支援プログラム』に基づき、それぞれに固有の課題に

取り組み、学校が学校としての機能を回復するための準備を続けていた。市教委から提

案された『学校再開支援プログラム』が示す通りに、市内 10 校の全ての小・中学校が

4 月 21 日の学校再開を迎えた。


